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Ⅰ 「かながわグランドデザイン 第３期実施計画（案）」について 

 

１ 策定の趣旨 

・ 県では、県政運営の総合的・基本的指針を示す総合計画として、平成

24年に「かながわグランドデザイン基本構想」（以下「基本構想」とい

う。）及び「かながわグランドデザイン実施計画」を策定するとともに、

27年に「かながわグランドデザイン第２期実施計画」（以下「第２期実

施計画」という。）を策定し、様々な課題への対応を着実に進めてきた。 

・ 平成30年度に「第２期実施計画」の最終年度を迎えたことから、政策

全般について点検を行った結果、少子高齢化、グローバル化、技術革新

の動きなどに進展はあるものの、「基本構想」策定時の社会環境につい

ては、変化の傾向が継続していることが確認できた。また、国連におい

て採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念と県がこれまで進

めてきた取組みは、軌を一にするものであることも確認できた。 

・ こうしたことから、今後も現行の「基本構想」の方向性に沿って政策

を推進することとし、「かながわグランドデザイン第３期実施計画」

（以下「第３期実施計画」という。）を策定して取り組むこととした。 
 

２ これまでの検討状況 

平成31年４月15日 総合計画審議会への諮問 

４月17日 県民意見募集等の実施（５月16日まで） 

４月19日 総合計画審議会計画推進評価部会・計画策定専門 

部会（以下「部会」という。）における「第３期実

施計画（素案）」の審議 

令和元年５月17日 第２回県議会定例会 全常任委員会へ「第３期実施

計画（素案）」の報告 

５月22日 総合計画審議会における「第３期実施計画（素案）」

の審議 

５月30日 部会における「第３期実施計画（案）」の審議 

６月６日 総合計画審議会における「第３期実施計画（案）」

の審議 

 

３ 「第３期実施計画（素案）」からの主な変更点 

⑴ プロジェクト編 

・ 「プロジェクト編」と「主要施策・計画推進編」の関係を示す図 

を掲載（２ページ） 

・ 「ＳＤＧｓ推進に向けた主な取組み」を掲載（72～73ページ）  
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⑵ 主要施策・計画推進編 

・ 「プロジェクト事業費」を掲載（67ページ） 

・ 「付属資料」として、「策定経過」、「総合計画審議会委員名簿」

及び「県民参加などの概要」を掲載（68～72ページ） 

 

４ 県民意見募集等について 

⑴ 実施期間 

平成31年４月17日（水）～令和元年５月16日（木） 

⑵ 実施方法 

・ 県民参加用リーフレットの作成、配布（県機関、鉄道駅、大規模店

舗等） 

・ 県ホームページへの掲載 

・ 県のたよりや新聞への掲載、ＳＮＳの活用 

・ 庁舎公開日のブース設置、会議等での配布 

・ 県内市町村への説明会及び意見聴取 

⑶ 意見数 

906件（県民意見：876件、市町村意見：30件） 

分野 件数 分野 件数 

(1)エネルギー・環境 72件 (2)安全・安心 120件 

(3)産業・労働 101件 (4)健康・福祉 178件 

(5)教育・子育て 136件 (6)県民生活 99件 

(7)県土・まちづくり 125件 (8)その他 75件 

 合 計 906件 

⑷ 主な意見 

ア エネルギー・環境 

・ 再生可能エネルギーの導入・普及を、実効性ある施策のもとに強

く推進してほしい。 

・ もっとリサイクルできる物を増やしたりしてゴミを減らす工夫が

あれば良い。 

イ 安全・安心 

・ 大規模災害の発生直後は災害対策などに取り組むが、その後は忘

れられがちのため、継続して取り組む必要がある。 

・ 防犯カメラの設置は犯罪が起きてからも、もちろん役に立つし、

あるだけで犯罪の抑制になると思うので、もっと進めてほしい。 
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ウ 産業・労働 

・ 少子高齢化が進んでいく中で、ロボットはこれから必要になると

思うので、ロボットと共生する社会に向けた様々な取組みを推進し

てほしい。 

・ 定年したあとの雇用を創出できたら良いと思う。長年積み重ねた

経験を何らかの形で生かすことが出来たらよい。 

エ 健康・福祉 

・ 高齢者の孤独死がこれから大きな課題になると思うので、対策を

真剣に取り組んでほしい。 

・ 未病という考え方に対する取組みに関しては、環境整備ももちろ

ん必要であるが、県民に対する意識付けが必要であるので、広報活

動を推進していくべきである。 

オ 教育・子育て 

・ これからは英語教育が一層必要であると思うので、英会話など実

践的な英語教育の環境を整える必要がある。 

・ 県立高校の施設が老朽化しているので、施設・設備を更新してほしい。 

カ 県民生活 

・ 文化が育つ神奈川になってほしい。マグカルという名称を初めて

知ったので、もっと広報する必要がある。 

・ 東京オリンピックに向けた交通政策がどうなるかが不明なため、

もっと情報発信してほしい。 

キ 県土・まちづくり 

・ 県内に都会や人口減少地域がある中で、にぎわいの地域格差をな

くす取組みを進めてほしい。 

・ 横浜・川崎などの都市部以外の交通インフラの開発が必要である。

特に県西地域では、防災や観光振興の観点から高規格な道路のネッ

トワークを検討してほしい。 
 

５ 今後の予定 

令和元年７月 総合計画審議会における答申（案）の審議、答申 

「第３期実施計画」の策定 
 

６ 「第３期実施計画（案）」の概要 

・ 県の政策の全体像を総合的・包括的に示す「主要施策」などをまとめ

た「主要施策・計画推進編」と、喫緊の課題に対応するため先進性や発

展性などをもった重点施策を分野横断的にとりまとめ、ねらいや具体的

な取組みなどを示した「プロジェクト」などをまとめた「プロジェクト

編」で構成する。  
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⑴ 計画期間 

令和元年度～令和４年度（４年間） 

⑵ プロジェクト編の構成 
  

１ 策定に当たって 

２ プロジェクト（５つの柱と23のプロジェクト） 

柱Ⅰ 健康長寿 

１  未病      ２ 医療        ３ 高齢者 

４ 障がい児・者 

柱Ⅱ 経済のエンジン 

５ エネルギー   ６ 産業振興      ７ 観光 

８ 農林水産 

柱Ⅲ 安全・安心 

９ 減災      10 治安        11 安心 

柱Ⅳ ひとのチカラ 

12 男女共同参画  13 子ども・青少年  14 学び・教育     

15 文化芸術    16 スポーツ       17 雇用 

柱Ⅴ まちづくり 

18 地域活性化   19 多文化共生      20 協働連携       

21 自然          22 環境        23 都市基盤 

３ かながわグランドデザインとＳＤＧｓ 

４ 神奈川の戦略 

(1) ヘルスケア・ニューフロンティアの推進   

(2) 人生100歳時代 

(3) ロボットと共生する社会の実現 

(4) ともに生きる社会かながわの実現 

(5) 地方創生の推進 

(6) マグネット・カルチャーの推進 

(7) グローバル戦略の推進 

(8) 未来社会創造 
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５ 計画推進のための行政運営 

(1) ＩＣＴ・データの利活用 

(2) 持続可能な行政サービスの提供 

(3) 多様な担い手との連携 

(4) クロスによる施策展開 

(5) 戦略的な広報の実施 

６ プロジェクトの指標・ＫＰＩ 

７ プロジェクトと主要施策との関係 

参考 神奈川をとりまく状況 

 

⑶ 主要施策・計画推進編の構成 
   

主要施策 

１ 政策分野別の体系     ２ 地域別の体系 

Ⅰ エネルギー・環境     ○ 川崎・横浜地域圏 

Ⅱ 安全・安心        ○ 三浦半島地域圏 

Ⅲ 産業・労働        ○ 県央地域圏 

Ⅳ 健康・福祉        ○ 湘南地域圏 

Ⅴ 教育・子育て       ○ 県西地域圏 

Ⅵ 県民生活 

Ⅶ 県土・まちづくり 

計画推進 

１ 計画の進行管理 

２ 個別計画・指針 

３ プロジェクト事業費 

 

付属資料 

かながわグランドデザイン第３期実施計画の策定経過 

神奈川県総合計画審議会答申 

神奈川県総合計画審議会委員名簿 

県民参加などの概要 
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⑷ プロジェクト事業費 

【会計別】                    （単位：億円） 

合計 

プロジェクト 

事業費 

（４年間） 

 

一般財源 県債・企業債 
その他 

（国庫支出金など） 

一般会計 4,520 2,320 1,180 1,020 

特別会計 150 0 0 150 

企業会計 130 0 60 70 

三会計合計 4,800 2,320 1,240 1,240 

 

【柱別】                      （単位：億円） 

プロジェクトの柱 
事業費 

（４年間） 

柱Ⅰ 健康長寿 550 

柱Ⅱ 経済のエンジン 430 

柱Ⅲ 安全・安心 1,100 

柱Ⅳ ひとのチカラ 1,350 

柱Ⅴ まちづくり 1,370 

合計 4,800 

 

７ 教育委員会関連のプロジェクト 

（      ：とりまとめ局、    ：関連局） 

⑴ 教育委員会がとりまとめ局となっているプロジェクト 

PJ14 学び・教育（参考資料１ 44ページ） 教育委員会 

～生涯を通じたかながわの人づくり～ 

＜具体的な取組み＞ 

・生涯にわたる学びの推進 

・生涯にわたる学びを支える環境づくり 

⑵ 他局がとりまとめ局となり、教育委員会が関連局となっているプロジ

ェクト 

PJ１ 未病（参考資料１ 12ページ） 教育委員会 

～いくつになっても笑いがあふれ元気に生き生きとくらせる 

神奈川～ 

＜具体的な取組み＞ 

・ライフステージに応じた未病対策 
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PJ２ 医療（参考資料１ 14ページ） 教育委員会 

～最先端医療・最新技術の追求と安心できる地域医療の充実～ 

＜具体的な取組み＞ 

・地域医療の推進 

 

PJ３ 高齢者（参考資料１ 16ページ） 教育委員会 

～高齢者が安心して、元気に、生き生きとくらせる神奈川を

めざす～ 

＜具体的な取組み＞ 

・健康・生きがいづくり 

 

PJ４ 障がい児・者（参考資料１ 18ページ） 教育委員会 

～誰もがその人らしくくらせる地域社会の実現に向けて～ 

＜具体的な取組み＞ 

・障がい児・者の生活を支えるサービスの充実 

・障がい及び障がい児・者に対する理解促進 

 

PJ５ エネルギー (参考資料１ 22ページ） 教育委員会 

～かながわスマートエネルギー計画の推進～ 

＜具体的な取組み＞ 

・再生可能エネルギー等の導入促進 

 

PJ７ 観光（参考資料１ 26ページ） 教育委員会 

～観光立県かながわの実現をめざして～ 

＜具体的な取組み＞ 

・観光資源の発掘・磨き上げ 

 

PJ９ 減災 (参考資料１ 32ページ） 教育委員会 

～災害に強いかながわ～ 

＜具体的な取組み＞ 

・自助・共助の取組みの促進 

・災害対応力の強化 
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PJ10 治安 (参考資料１ 34ページ） 教育委員会 

～犯罪や事故のない安全で安心なまちづくり～ 

＜具体的な取組み＞ 

 ・県民に不安を与える犯罪の抑止・検挙 

・交通事故の防止 

 

PJ11 安心 (参考資料１ 36ページ） 教育委員会 

～日常生活における安心の実現～ 

＜具体的な取組み＞ 

 ・犯罪被害者などへの支援 

・消費者トラブルへの対応と未然防止に向けた取組み 

 

PJ13 子ども・青少年（参考資料１ 42ページ） 教育委員会 

～子ども・青少年が健やかに成長できるかながわをめざして

～ 

＜具体的な取組み＞ 

・結婚から育児までの切れ目ない支援 

・支援を必要とする子どもを守る体制づくり 

 

PJ15 文化芸術 (参考資料１ 46ページ） 教育委員会 

～文化芸術の魅力で人を引きつけ、心豊かで活力ある地域の

実現～ 

＜具体的な取組み＞ 

・県民の文化芸術活動の充実 

・文化資源を活用した地域づくりの推進 

・文化芸術の振興を図るための環境整備 

 

PJ16 スポーツ（参考資料１ 48ページ） 教育委員会 

～誰もが生涯にわたりスポーツに親しめる社会の実現～ 

＜具体的な取組み＞ 

・誰もが生涯を通じて楽しめるスポーツ活動の推進 

・スポーツ活動を拡げる環境づくりの推進 
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PJ17 雇用（参考資料１ 50ページ） 教育委員会 

～一人ひとりが輝きながら働ける神奈川～ 

＜具体的な取組み＞ 

・産業を支える人材育成 

 

PJ19 多文化共生（参考資料１ 56ページ） 教育委員会 

～多文化共生の地域社会づくり～ 

＜具体的な取組み＞ 

・多文化理解の推進 

・外国籍県民等も安心してくらせる地域社会づくり 

・外国人が活躍できる環境づくり 

 

PJ20 協働連携（参考資料１ 58ページ） 教育委員会 

～ＮＰＯなど多様な主体による協働型社会の実現～ 

＜具体的な取組み＞ 

・多様な主体による協働連携の推進 

 

PJ22 環境（参考資料１ 62ページ） 教育委員会 

～次世代につなぐ、いのち輝く環境づくり～ 

＜具体的な取組み＞ 

・循環型社会づくり 
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Ⅱ 「かながわ教育大綱（案）」について 

 

１ 趣旨 

・ 教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政に

おける責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の

長と教育委員会との連携の強化等を目的に、平成26年６月に「地方教育

行政の組織及び運営に関する法律」（以下「法」という。）が改正され、

平成27年４月１日から施行された。 

・ この法改正に基づき、神奈川県の教育、学術及び文化の振興に関する

総合的な施策の大綱として、平成27年７月に「かながわ教育大綱」（以

下「大綱」という。）を教育委員会と協議の上、知事が策定した。 

・ 当初の大綱については、平成30年度をもって対象期間が終了したこと

から、これまでの社会環境変化などを踏まえ、改めて大綱を策定する。 

 

２ 経過 

令和元年６月14日 令和元年度第１回神奈川県総合教育会議※において、

「かながわ教育大綱（案）」を協議 

             ※ 法により設置する、知事と教育委員会で構成する会議 

 

３ 大綱（案）の概要＜「参考資料４」参照＞ 

⑴ 対象期間 

 令和元年度～令和４年度（４年間） 

⑵ 概要 

ア 「いのち」を大切にする心を育む教育の推進 

イ 生きる力を育み、学び高め合う学校教育の推進 

ウ 豊かな学びを支える教育環境づくり 

エ 子ども・子育て、家庭教育への支援 

オ 様々な学びを通じた地域の教育力の向上 

カ 文化・芸術やスポーツ活動など人生100歳時代の生涯学習社会におけ

る人づくりへの支援 

 

４ 第１回神奈川県総合教育会議（令和元年６月14日開催）における主な意

見 

・ 医療的ケアが必要な子どもへの支援は重要 

・  教員の働き方改革として、勤務時間の管理が重要 
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・ 子どもの思いが言いやすい環境づくりに努めることなどにより、笑い

あふれる教室づくりができる 

・ 人生100歳時代に向け、孤立している人を減らすために、コミュニティ

活性化が重要 

 

５ 今後の予定 

令和元年７月 かながわ教育大綱の策定 
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Ⅲ かながわ教育ビジョンの検証について 
 
１ かながわ教育ビジョンについて 

  明日のかながわを担う人づくりを進めるため、本県の教育の総合的な指

針となる「かながわ教育ビジョン」（以下「教育ビジョン」という。）を、

県民の皆様との教育論議を重ねながら平成 19 年８月に策定し、平成 25 年

６月の国の「第２期教育振興基本計画」（以下「第２期計画」という。）の

策定等を踏まえ、平成 27年 10 月に一部改定した。 

  教育ビジョンは、策定から概ね 20年間を見据え、基本理念、人づくりの

視点、施策展開の方向性を示しており、具体的な施策・事業は、「かながわ

グランドデザイン」（以下「グランドデザイン」という。）の実施計画に位

置付けている。 

  また、教育ビジョンとグランドデザイン実施計画に位置付けた教育施策

とを併せて、本県の教育振興基本計画※１としている。 
 
※１ 教育基本法において、地方公共団体は、国の教育振興基本計画を参酌して、

地域の実情に応じた、教育振興基本計画を定めることとされている。 

 
２ 教育ビジョンの検証について 

  平成 30 年６月に国の「第３期教育振興基本計画」(以下「第３期計画」

という。）が策定されたことや、平成 27年 10 月の教育ビジョン一部改定か

ら一定期間が経過したことから、教育ビジョンが第３期計画を踏まえたも

のになっているか、また、現在策定中のグランドデザイン第３期実施計画

（案）及び「かながわ教育大綱（案）」（以下「教育大綱（案）」という。）

と教育ビジョンとの整合が図られているかの検証を行っている。 

 
３ 現時点までの検証状況について 

 検証については、県教育委員会とともに教育ビジョンを推進する活動を行

っている「かながわ人づくり推進ネットワーク※２」（以下「ネットワーク」と

いう。）の検証ワーキングが、平成30年８月から６回開催され、その検証状況

を踏まえ、県教育委員会においても検証を進めている。 
 

※２ 教育ビジョンに基づき実効性のある教育施策を推進できるよう、教育関

係、スポーツ、医療・福祉、経済団体などの様々な団体で構成される任意

団体。平成 20 年に結成。令和元年６月現在 112 団体が参加。 
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（これまでの検証結果） 

・ 国の第３期計画は、第２期計画の「自立」「協働」「創造」の３つの

理念の実現に向けた生涯学習社会の構築の方向性を継承し、2030 年以

降の社会を展望した教育政策の重点事項等を示したものである。 

そうした第３期計画の「今後の教育政策に関する基本的な方針」、「教

育政策の重点事項」の内容は、それぞれ教育ビジョン第４章「展開の

方向」、第５章「重点的な取組み」に盛り込まれており、整合は図られ

ている。 
・ また、策定中のグランドデザイン第３期実施計画（案）及び教育大

綱（案）の内容は、教育ビジョン第４章、第５章に盛り込まれており、

整合は図られている。 
・ なお、第３期計画の目標を実現するための施策やグランドデザイン 

第３期実施計画（案）、教育大綱（案）の内容の一部について、現行の

教育ビジョンでは包括的な記載にとどまっているもの※３がある。 
 

※３ 現行の教育ビジョンでは包括的な記載にとどまっている主な施策等 

・医療的ケアを必要とする児童・生徒の支援 

・地域学校協働活動の推進 

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進、持続可能な開発のための 

教育（ＥＳＤ）の推進 

・夜間中学の設置・充実 

・学校における働き方改革 

 

４ 今後の対応について 
今後、ネットワークから提出される検証結果を踏まえ、県教育委員会で

も更に検証を行い、国の第３期計画やグランドデザイン第３期実施計画、

教育大綱との整合を図るなどについての一部改定を行う。 
 
５ 今後の予定 

令和元年８月 県民意見募集（パブリック・コメント） 

９月 第３回県議会定例会 文教常任委員会へ報告（改定案） 

10月 かながわ教育ビジョン一部改定 
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【参考】かながわ教育ビジョンの構成（平成 19 年８月策定、平成 27年 10 月一部改定） 

  

 

第１章 教育ビジョン策定の背景 

第２章 基本理念・教育目標 

 
 

未来を拓
ひら

く・創る・生きる 

人間力あふれる 

かながわの人づくり 

１ 基本理念 

 

 
 

 
 

２ 教育目標 
（めざすべき人間力像） 

 
 
(1)｢ふれあい教育｣の成果と課題 
(2)今こそ大事な心ふれあう経験 
(3)よりよく生きるための「行動の知」を 
(4)「心ふれあう しなやかな  人づくり」
へ 

３ かながわらしい教育に向けて 

他者を尊重し、多
様性を認め合う、
思いやる力を育

てる 

自立した一人の人
間として、社会をた

くましく生き抜く
ことのできる力を
育てる 

 

社会とのかかわり
の中で、自己を成

長させ、社会に貢
献する力を育てる 

自己肯定感 

〔思いやる力〕 

〔たくましく生きる力〕 〔社会とかかわる力〕 

第３章 人づくりの視点 

 

１ 「つむぐ おりなす」協働による取組みの推進 

２ 人の発達段階を通じた各主体のかかわり 

○ 生涯を通じた人づくりにおけるそれぞれ

の段階での「大切にしたい育ち(学び)の

姿」・「人づくりをめぐる状況」・「各主体の

それぞれの役割と具体的な取組みの方向

性」の整理 

 

 （４つの発達段階）    （各主体） 

 

健全な心身と生活の基

礎を培う段階 

（乳・幼児期） 

 

家庭 

 

地域 

 

学校 

 

企業 

 

市町村  

 

県 

 

自分らしさを探求する

段階 

（児童・青年期） 

社会的・経済的に自立

する段階 

（成人期） 

豊かな人生を探求する

円熟の段階 

（円熟期） 

１ 社会状況の変化 (少子高齢化の進行と人口減少社会の到来、国際化や情報化の進展、産業・就業構造の変容 等) 

２ 教育をめぐる現状と課題（家庭の教育力の低下、地域の連帯感の希薄化、学校における様々な教育的ニーズへ         

の対応、生涯を通じた「学び」への対応 等） 

３ 人づくりにおいて踏まえるべき観点（不易と流行、世代を超えた循環、協働・連携） 
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 基本方針       取組みの方向  

１．かながわの教育
力を生かした生
涯にわたる自分
づくりの取組み
を進めます 

５．生涯にわたる自
分づくりを支援
する地域・家庭・
学校をつなぐ教
育環境づくりを
進めます 

４．子ども一人ひと
りの個性と能力
を大切にし、共に
成長する場とし
ての学校づくり
を進めます 

３．少子化などに対
応した家庭での
子育て・教育を支
える社会づくり
を進めます 

２．新たな教育コミ
ュニティを創造
し、活力ある地域
づくりを進めま
す 

１ 主体的に学び行動する力を
身に付ける自分づくりの取組
みを進めます 

２ 社会的・職業的な自立をめ
ざす自分づくりの取組みを進
めます 

３ 未来社会の創造に参画・協
働できる自分づくりの取組み
を進めます 

７ 現代社会に求められる子育
て・家庭教育への理解を深め
ます 

８ 地域との連携による子ども
の社会的な経験の機会の充実
を図ります 

９ 家庭から学校・社会への円
滑な接続・連携を図る教育的
な支援に取り組みます 

４ 個人や社会の多様性を尊重
し、生涯学習社会を支える地
域の教育力の向上の取組みを
進めます 

５ 参画・協働による活力ある
新たな教育コミュニティの創
出を進めます 

６ かながわの伝統文化の継承
と芸術・スポーツによる地域
の振興を進めます 

10 学ぶ楽しさやわかる喜びを
実感できる授業の実践と、個
に応じた支援を大切にする学
校教育に取り組みます 

11 信頼と期待に応える主体的
な学校運営に取り組みます 

12 子どもの人格形成を図る教
育の質の向上を担う指導力の
ある教職員の確保と育成に取
り組みます 

13 社会情勢の変化や科学技術
の進歩に伴う教育や、インク
ルーシブ教育の推進に向けた
環境整備を進めます 

14 生涯にわたる自分づくりを
支援する教育ネットワークの
構築を進めます 

15 教育行政に係る施策・事業
の計画的な実施と、適切で的
確な支援への対応に取り組み
ます 

第４章（展開の方向）H27.10改定 第５章（重点的な取組み）H27.10改定 
  
Ⅰ．生涯学習社会における人づくり 

 

①思いやる力やたくましく生きる力を身に付ける自
分づくりへの支援の充実 

②社会とかかわる力を身に付ける自分づくりへの支
援の充実 

③生涯にわたる自分づくりの推進に向けた協働・連
携の拡大・充実 

Ⅱ．共生社会づくりにかかわる人づくり 

 

④豊かな心を育む教育の充実と、不登校、いじめ・
暴力行為への対応の強化 

⑤インクルーシブ教育の推進 
⑥「外国につながりのある児童・生徒」への指導・
支援の充実 

Ⅲ．学びを通じた地域の教育力の向上 

 

⑦社会教育施設や学校等を活用した地域での学びの
場づくりの推進 

⑧地域力を生かしたコミュニティ・スクールの普及
と充実 

Ⅳ．子育て・家庭教育への支援 

 
⑨子どもの社会的な経験の機会の充実 
⑩子育て・家庭教育への理解と環境づくり 

Ⅴ．学び高め合う学校教育 

 

⑪確かな学力の向上を図る取組みの充実 
⑫生き方や社会を学ぶ教育の充実 
⑬グローバル化などに対応した教育の推進 

Ⅵ．意欲と指導力のある教職員の確保・育成と

活力と魅力にあふれた学校づくり 

 

⑭かながわの人づくりを担う教職員の確保・育成の
計画的な推進 

⑮学校支援や教職員研修に関するセンター機能の充
実と強化 

⑯信頼に根ざした活力と魅力にあふれた学校づくり
⑰学校評価や第三者評価を活用した学校経営の推進

Ⅶ．県立学校の教育環境の改善 

 
⑱豊かな学びを実現する教育環境の整備 
⑲効率的で主体的な学校運営の推進のための教育環
境の改善 

Ⅷ．文化芸術・スポーツの振興 

 
⑳かながわの魅力ある歴史・文化芸術等の充実と継
承・発展 

㉑健康で豊かな生活の実現とスポーツの振興 

 

第６章 教育ビジョンの推進 

○ 県民と歩む教育ビジョンの推進 
○ 人づくりにかかわる様々な主体との協働・連携の拡大 
○ 行政改革・地方分権の取組みと一体となった教育行政の推進  
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Ⅳ 令和元年度（平成 30 年度施策・事業対象）教育委員会の点検・評価 

について 

 

１ 趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条の規定により、教育

委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならないとされている。 

そこで、平成30年度に実施した施策・事業を対象に点検・評価を行い、

その結果に関する報告書を作成したので、令和元年６月12日に県議会に

提出するとともに、公表した。 

 

２ 報告書の内容 

⑴ 対象 

「かながわ教育ビジョン」の第５章「重点的な取組み」に沿って、

「かながわグランドデザイン」第２期実施計画等に位置付けた施策・

事業に係る主な取組み。 

 

⑵ 報告書の構成 

ア はじめに 

イ 教育委員会委員のメッセージ 

ウ 点検・評価の概要 

エ 教育委員会について 

オ 点検・評価結果 

(ｱ) 平成 30 年度の主な取組概要及び自己評価 

(ｲ) 有識者の意見 

(ｳ) 今後の対応方向 

カ 資料 
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⑶ 点検・評価の柱立て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 点検・評価の結果 

当初の計画どおりに施策・事業を概ね実施できたが、有識者からいた

だいた様々な意見を踏まえて、より実効的な施策事業を進めることがで

きるよう、取組み内容や方法等について検討の上、今後の対応方向を定

めた。 

＜大柱＞（かながわ教育ビジョン 第５章「重点的な取組み」） 

Ⅰ 生涯学習社会における人づくり 

Ⅱ 共生社会づくりにかかわる人づくり 

Ⅲ 学びを通じた地域の教育力の向上 

Ⅳ 子育て・家庭教育への支援 

Ⅴ 学び高め合う学校教育 

Ⅵ 意欲と指導力のある教職員の確保・育成と活力と魅力にあふ

れた学校づくり 

Ⅶ 県立学校の教育環境の改善 

Ⅷ 文化芸術・スポーツの振興 
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Ⅴ 「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画（仮称）（案）」について 

 

１ 策定の趣旨 

人口減少や少子高齢化の進展など社会環境の変化に伴い、多様化する

県民ニーズへの対応が求められる一方で、税財源や人的資源の縮小が懸

念されている。 

こうした中で、限られた予算・人材を有効に活用し、ニーズに応じた

質の高い県民サービスを提供するためには、検証可能な施策立案を進め

るとともに、これまで以上に県の業務の効率化を図ることが必要であり、

これらを実現する上で、ＩＣＴ及びデータの利活用は不可欠である。 

そこで、県は、ＩＣＴ及びビッグデータを含む多様なデータの利活用

に積極的に取り組むこととし、具体的な取組を示すものとして「かなが

わＩＣＴ・データ利活用推進計画」を策定する。 

 

２ これまでの検討状況 

令和元年５月17日 第２回県議会定例会 総務政策常任委員会へ「か

ながわＩＣＴ・データ利活用推進計画（仮称）

（素案）」を報告 

５月20日 県民意見募集実施（６月18日まで） 

 

３ 県民意見募集結果 

⑴ 募集方法 

ア 意見募集期間 

令和元年５月20日（月）～６月18日（火） 

イ 実施方法 

県のホームページへの掲載、県機関への配架等 

ウ 県民意見の提出方法 

インターネットメール、郵送、ファクシミリ 

⑵ 実施結果 

ア 意見総数 

１件 

イ 意見の反映状況 

今後の取組の参考としました。 

ウ 主な意見 

ＩＣＴは大変重要であることから、職員の人材育成（研修受講

等）、専門部署の設置、他自治体との連携などに取り組んでほしい。 
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４ 今後の予定 

令和元年７月 「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画」の策定 

 

５ 「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画（仮称）（案）」の概要 

⑴ 概要 

ＩＣＴ・データを積極的に利活用し、県民の安全安心や利便性の向 

上と行政内部の業務全般の効率化を実現するため、県民を対象とした

「くらしの情報化」と、県内部の「行政の情報化」の２つの柱で取組を    

進める。 

⑵ 計画の位置付け 

・ かながわグランドデザイン及び行政改革大綱をＩＣＴ・データ

利活用の側面から支えるための計画 

・ 官民データ活用推進基本法に基づく法定計画 

⑶ 計画期間 

令和元年度～４年度 

⑷ 構成 

ア 柱Ⅰ くらしの情報化 

健康・医療・介護、観光、農林水産・環境、ものづくり、インフ 

ラ・防災・減災、教育など様々な分野において、ＩＣＴやビッグデ

ータを含む多様なデータの利活用を進めることにより、多様な県民

ニーズに対応するサービスを実現する。 

① ＩＣＴ及びデータを利活用した県民サービスの提供 

② 官民情報共有・整備の推進 

③ 県民サービスの更なる電子化の推進 

イ 柱Ⅱ 行政の情報化 

ＲＰＡやＡＩなどの新たなＩＣＴを積極的に利活用して効率化を 

図るとともに、庁内システムの見直しなどによるＩＣＴ環境の最適

化やＥＢＰＭなど多様なデータ利活用を支える環境の整備を推進し、

県民サービスの向上につなげる。 

① 行政事務の更なる電子化の推進 

② クラウド適用の原則化 

③ ＩＣＴガバナンスの強化 

④ 情報化人材の確保 
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６ 教育局関連の施策 

 

柱Ⅰ くらしの情報化 

 

①ＩＣＴ及びデータを利活用した県民サービスの提供 

 

＜分野＞カ 教育 

 

（施策名）０１：学習者用コンピュータの整備 

 

（施策名）０２：校内無線ＬＡＮ等の整備 

 

（施策名）０３：プログラミング教育・支援教育の整備 

 

（施策名）０４：神奈川県図書館情報ネットワーク（ＫＬ－Ｎ

ＥＴ）の再構築 

 

（施策名）０５：生涯学習情報システムＰＬＡＮＥＴかながわ

の再構築 

 

（施策名）０６：川崎図書館における公衆無線ＬＡＮのセキュ

リティ確保 

 

（施策名）０７：国宝 金沢文庫文書データベースのインター

ネット公開用システムの構築・公開 

 

（施策名）０８：歴史博物館 収蔵資料情報のＷｅｂ公開 

 

（施策名）０９：生命の星・地球博物館 収蔵管理システム

（データベース）の一般公開 

 

②官民情報共有・整備の推進 

 

＜分野＞イ ＳＮＳ等を利活用した情報発信等の推進 

 

（施策名）０４：ＳＮＳを活用したいじめ相談体制の構築 
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（施策名）０５：生命の星・地球博物館のスマートフォン向け

Ｗｅｂサイトの開発・運用 

 

 

柱Ⅱ 行政の情報化 

 

③ＩＣＴガバナンスの強化 

 

＜分野＞イ 各情報システムの最適化 

 

（施策名）０７：教育委員会ネットワークの再構築 
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Ⅵ 「神奈川県教育委員会ＩＣＴ推進指針」改定について 

 

１ 「神奈川県教育委員会ＩＣＴ推進指針」について 

県教育委員会として県立学校等の情報化のめざすべき姿を明確にし、そ

の推進方策を示すものとして、「かながわ教育ビジョン」及び「電子化全開

宣言行動計画」と整合性を図りながら、平成 27年７月に「神奈川県教育委

員会ＩＣＴ推進指針」（以下、「ＩＣＴ推進指針」という。）を策定した。 

「ＩＣＴ推進指針」の期間は「電子化全開宣言行動計画」に合わせ、平

成 27～30 年度までの４年間とした。 

 

２ 「ＩＣＴ推進指針」を改定する背景 

・ 「ＩＣＴ推進指針」の期間（平成 27～30 年度）が終了したこと。 

・ 「官民データ活用推進基本法」に基づく、本県のデータ利活用の具体

的な取組「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画（案）」が示されたこ

と。 

・ 令和元年10月に「かながわ教育ビジョン」を一部改定予定であること。 

 

３ 「ＩＣＴ推進指針」の改定の考え方 

・ 「ＩＣＴ推進指針」の期間は「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計

画（案）」に合わせ、令和元年から４年までの４年間とする。 

・ 「ＩＣＴ推進指針」のこれまでの取組を振り返り、現状と課題を整理す

る。 

・ 県の「かながわ教育ビジョン」及び「かながわＩＣＴ・データ利活用

推進計画」、並びに国の「第３期教育振興基本計画」や次期「学習指導要

領」、等との整合性を図りながら、これからの４年間でめざす姿を示す。 

・ めざす姿をこれからの４年間で実現するため、課題解決に向けた方策、

年度別の取組を示す。 

 

４ 今後の対応について 

 今後、「ＩＣＴ推進指針」の改定の考え方に基づき、県教育委員会内の組

織、「高度情報化推進会議専門部会」等で、改定案を作成する。 

 

５ 今後の予定 

令和元年７月 各関係所属からの意見募集 

９月 第３回県議会定例会 文教常任委員会へ報告（改定案） 

10月 「ＩＣＴ推進指針」改定 
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【参考】「神奈川県教育委員会ICT推進指針」について

〇 県教育委員会として県立学校等の情報化のめざす姿を明確にし、その推進方策を示すもの。
〇 県の「電子化全開宣言行動計画」及び「かながわ教育ビジョン」との整合性を図った。
〇 実施期間は「電子化全開宣言行動計画」に合わせ、平成27～30年度までの４年間とした。

神奈川県教育委員会ICT推進指針（令和元年10月改定予定）

【改定の目的】令和元年７月策定予定の「かながわICT・データ利活用推進計画」や
令和元年10月に改定予定の「かながわ教育ビジョン」等、
様々な方針との整合性を図り、新たな期間のICT推進指針を示す。

【新たな期間】令和元～4年度（4年間）
【内容（案）】第１章 基本方針

第２章 基本的な考え方
第３章 個別指針

【新たな推進体制】かながわICT・利活用推進計画の視点で新たな推進体制を検討する。

電子化全開宣言行動計画
【策定】平成26年3月
【期間】平成26～30年度

（期間終了）

かながわ教育ビジョン

【策定】平成19年8月
【一部改定】平成27年10月
【一部改定予定】

令和元年10月

第３期教育振興基本計画
【策定】平成30年6月
【期間】平成30～令和4年度

かながわICT・利活用推進計
【策定予定】令和元年７月
【期間】令和元～４年度

高等学校学習指導要領
【告示】平成30年3月

特別支援学校学習指導要領
【告示】平成29年4月 県立高校改革実施計画

（Ⅱ期）

【策定】平成30年10月
【期間】令和2～5年度

教育情報セキュリティポリシー
に関するガイドライン

【策定】平成29年10月

かながわグランドデザイン
第３期実施計画素案

【期間】令和元～4年度

国 県 県教育委員会

整合性 整合性 整合性

１ 「神奈川県教育委員会ICT推進指針」とは

２ 「ICT推進指針」の改定について

１ 高校教育におけるICT推進
２ 特別支援教育におけるICT推進
３ インクルーシブ教育におけるICT推進
４ 校務の情報化
５ ICT基盤整備
６ 教員のICT活用指導力の向上
７ 体育センターと総合教育センターの一体的整備にかかるICT推進
８ 社会教育施設におけるICT推進

かながわICT・
利活用推進計画の
視点で各施策を

整理

柱１

くらし
の

情報化

柱２

行政の
情報化
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Ⅶ 障がい者雇用状況の報告誤りへの対応等について 

 

１ 報告誤りの概要及びその後の対応状況等について 

・ 平成30年８月、知事部局、教育委員会及び警察本部において、障害者の 

 雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号、以下「障害者雇用促 

 進法」という。）に基づき確認している障がい者の雇用義務の達成状況に 

 ついて、厚生労働省の定める「プライバシーに配慮した障害者の把握・確 

 認ガイドライン」に則った確認をしていなかったことが判明した。 

 ・ そこで、平成30年９月に設置した全庁の検討組織である「障がい者雇用

検討会」において、原因究明及び再発防止策、障がい者雇用促進策、障が

い者雇用制度のあり方等について検討を行うとともに、平成30年11月に設

置した第三者組織である「障がい者雇用促進検討委員会」において、検討

内容について検証を行い、平成31年４月９日に障がい者雇用促進検討委員

会委員長から報告書が県に提出された。 

 ・ また、教育委員会においても、議会における議論等（※）を踏まえ、平

成30年11月に独自に設置した検討組織である「神奈川県教育委員会障がい

者雇用促進検討会議」において、障がい者雇用の促進及び制度的課題等に

ついて検討を行った。 

・ 一方、国では、障がい者雇用の一層の促進に向けて、障がい者の活躍の

場の拡大に関する措置や国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況

についての的確な把握等に関する措置を講ずるため、障害者雇用促進法が

令和元年６月７日に改正された。 

 

※ これまでの議会における議論等 

・ 障がい者雇用率の報告誤りの原因究明 

・ ガイドラインへの認識不足 

・ 本人の同意を得ることなく算入していた教職員への謝罪と反省 

・ 障がい者雇用率の報告誤りの再発防止策 

・ 教職員へのアンケートの実施 

・ 働きやすい職場づくり（職員の意識、施設の整備） 

・ 制度的課題（国へ提言） 

・ 障がい者雇用の促進策 

・ 教育委員会の組織体制 
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２ 障がい者雇用促進検討委員会報告書～ともに働く県庁にむけて～の概要 

⑴ 委員会の審議で明らかとなった問題 

表面上は、厚生労働省が示しているガイドラインに則った障がい者の把

握・確認が行われていなかったことが原因だが、背景として、 

・ 法定雇用率を形式的に達成しようとする動機と障がいがある職員本人

の同意なき不適切計上の実態があったこと 

・ 法定雇用率の達成自体が最終目標となり、障害者雇用促進法の趣旨を

見失ってしまっていたこと 

・ 人事担当部局が、障害者権利条約や障害者雇用促進法の「趣旨、原理」

を十分理解していなかったこと 

があり、根本的な原因となっている。 

⑵ 再発防止策 (障がい者雇用状況把握のための実務的なもの) 

ア 採用前の確認 

障がいのある人を対象とした採用試験の募集案内に、国への障がい者 

雇用状況報告制度があること、合格者にはそのための確認があることを 

明記するとともに、その後、合格者面談等で、障がい者手帳等の確認を 

行う。 

イ 採用後の確認 

障がい者雇用状況の確認作業については、引き続き、書類の配付等、 

画一的な手段で全教職員へ調査の趣旨や実施方法等を周知して行うとと 

もに、令和元年６月１日報告においては、厚生労働省ガイドラインに 

則った確認を行い、その履行を確実に担保するために、障がい者手帳等 

の写しの提出を求めるなどの対応を徹底する。 

ウ その他の再発防止策 

・ ハローワークの職員等による研修を実施する。 

・ 報告数値の妥当性について、第三者による確認を受ける仕組みを作 

り、正確な報告に努める。 

⑶ ともに働く県庁にむけての委員会の提言 

障がい固有の問題以外の職場の課題の多くは働く人全てに共通するもの 

であり、障がいのある労働者が働きやすい職場環境を理解し、その推進に 

努めることは、誰にとっても働きやすい職場環境を構築することであり、 

職場を通じての「ともに生きる」社会づくりに資するものであるとの認識 

の下に提言が行われた。 

今後、改正障害者雇用促進法に基づく「障害者活躍推進計画」等を策定 

するに当たり、早期段階より障がい者と県担当者が、対話と相互理解を深 

める場を設けて、その成果を政策に反映させる。 
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ア 障がいのある職員の活躍推進のための体制整備 

・ 人事所管課に「障害者雇用推進者」を配置するとともに、各所属の

副課長職等を、「障害者職業生活相談員」として位置づけ、障がいの

ある職員からの相談に対応する。 

・ 直属の上司、人事所管課の担当者と障がいのある職員が、年２回程

度のキャリア支援面談を行うとともに、職員全体に向けた、ともに働

くためのダイバーシティ研修を年１回程度実施する。 

イ 障がい者の採用に関する体制整備 

・ 障がいのある職員の募集について、福祉関係者を通した募集広報の

強化など、積極的な広報を展開する。 

・ 障がい者採用事前説明会を開催し、現在、県庁で働いている障がい

のある職員が説明する。 

・ 障がい者インターンシップ制度（お試し雇用）を導入する。 

ウ 障がい者が職場定着し活躍できる職場づくりに関する体制整備 

・ 通院等についての休暇規定を検討・整備する。 

・ 休職中の対応と復職時の合理的配慮提供に関する規定を検討・整備

する。 

 

３ 「障害者雇用促進法」の改正内容 

⑴ 国及び地方公共団体における障がい者の活躍の場の拡大に関する措置 

・ 自ら率先して障がい者を雇用するように努めることを国及び地方公共 

団体の責務とする。 

・ 厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針に基づき、障害者活躍推進 

計画作成指針を定めるものとし、国及び地方公共団体は、同指針に即し 

て、「障害者活躍推進計画」を作成し、公表しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、障がい者雇用の促進等の業務を担当する「障 

害者雇用推進者」及び各障がい者の職業生活に関する相談等を行う「障 

害者職業生活相談員」を選任しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、厚生労働大臣に通報した障がい者の任免状況 

を公表しなければならない。 

・ 国及び地方公共団体は、障がい者である職員を免職する場合には、公 

共職業安定所長に届け出なければならない。 

⑵ 国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況についての的確な把 

握等に関する措置 

・ 厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対す 

る報告徴収の規定を設ける。 
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・ 国及び地方公共団体並びに民間の事業者は、障がい者雇用率（以下 

「雇用率」という。）の算定対象となる障がい者の確認に関する書類を 

保存しなければならない。 

・ 雇用率の算定対象となる障がい者であるかどうかの確認方法を明確化 

するとともに、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地 

方公共団体に対して、確認の適正な実施に関し、勧告することができる。 

 

４ 令和元年６月１日現在の障がい者雇用状況 

障害者雇用促進法に基づき、令和元年６月１日現在の知事部局、教育委員 

 会及び警察本部の障がい者雇用状況について、国へ報告する予定である。 

なお、報告に当たっては、以下の点に留意する。 

・ 障がい者雇用促進検討委員会報告書に記載の再発防止策として、障が 

い者雇用状況の確認作業については、引き続き、書類の配付等、画一的 

な手段で全教職員へ調査の趣旨や実施方法等を周知して行い、障害者手 

帳等の写しの提出を求めるとともに、報告数値の妥当性について、第三 

者による確認を受ける。 

・ 障がい者の雇用状況について、改正障害者雇用促進法に則った措置を 

行う。 

 

５ 教育委員会における障がい者雇用促進に向けた取組 

議会における議論等を踏まえ、次の事項について、できるところから速や 

 かに取り組むこととした。 

⑴ 組織体制の整備 

・ 本年４月に副局長を「障害者雇用統括監」として教育委員会における 

障がい者雇用推進体制の責任者とするとともに、総務室に課長級職員で 

ある専任主幹（障害者雇用推進担当）を配置した。 

・ さらに、これまで設置していた「神奈川県教育委員会障がい者雇用促 

進検討会議」を廃止し、新たに「神奈川県教育委員会障がい者雇用推進 

会議」を設置し、障がいのある教職員の働きやすい職場づくりや雇用の 

拡充について、検討を進めている。 

⑵ 採用に向けた取組 

・ 本年４月には、障がいのある人を教員２人、行政事務職員17人、小中 

学校事務職員８人を新規採用するとともに、新たに学校技能員の採用を 

実施し、６月１日から14人を県立学校へ配置した。 

・ 「神奈川県教育委員会障がい者雇用推進会議」において、これまで障 

がい者を採用してこなかった職種や職域において、障がい者採用枠を設 

けることができないか検討を進めている。 
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・ また、他の都道府県や民間企業での取組を参考にしながら、短時間で 

の雇用も含めて、学校現場で障がい者が能力や適性を発揮できるような、 

新たな仕組みづくりを検討している。 

⑶ 新たな研修の実施 

・ 全県立学校の副校長を対象として、ハローワーク職員を講師として、 

働きやすい職場づくりの観点での、障がい者への対応や障がい理解に関 

する研修を行い、その成果を副校長が講師となって各学校に伝達する。 

・ 全教職員向けに、障がい者への対応や障がいについての理解を深める 

ための啓発資料を作成、配付する。 

・ 今後も研修のさらなる充実を図り、障がいの有無にかかわらず働きや 

すい職場づくりに努める。 
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Ⅷ 会計年度任用職員制度の導入について 

 

１ 趣旨 

現状、地方公共団体によって異なっている臨時・非常勤職員の任用・勤務

条件に関し、統一的な取扱いを定めて適正な任用・勤務条件を確保すること

を目的として、地方公務員法及び地方自治法が平成29年５月に改正され、一

般職の会計年度任用職員制度が創設されるとともに、採用方法、任期、給付

体系等が整理された（改正法の施行は令和２年４月１日）。 

本県においても、令和２年４月から会計年度任用職員制度を導入する。 

 

２ 改正法の内容 

⑴  地方公務員法の一部改正  

・ 特別職のうち「臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員」等の職につい

て、「専門的な知識経験又は識見に基づき、助言、調査、診断」等を行

うものに限定するとともに、選挙等に関する事務を行う者を独立の類型

として整理（第３条第３項第３号関係） 

・ 一般職の非常勤職員について、「会計年度任用職員」とする規定を設

け、採用の方法、任期等について規定を整備（第22条の２関係） 

⑵ 地方自治法の一部改正 

・ 会計年度任用職員に対する給付について規定を整備（第203条の２及

び第204条関係） 

 

３ 会計年度任用職員制度の主な内容 

⑴ 任用 

・ 「採用方法」は、「競争試験」又は面接や書類選考等の能力実証によ

る「選考」とする。 

・ 「任期」は、会計年度の末日までの期間の範囲内とする。 

  

⑵ 勤務時間 

・ 勤務時間が常勤職員と同一である者を「フルタイムの会計年度任用職

員」とし、常勤職員より短い者を「パートタイムの会計年度任用職員」

とする。 
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⑶ 給付 

・ フルタイム会計年度任用職員について、給料、旅費及び一定の手当を

支給 

・ パートタイム会計年度任用職員について、報酬、費用弁償及び期末手

当を支給 

   

４ 今後の予定 

令和元年９月 第３回県議会定例会に職員の給与に関する条例等の改正 

を提案 

令和２年４月 制度導入 
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Ⅸ  平成 30 年度県立学校におけるセクシュアル・ハラスメン

トに係るアンケート調査結果について  

 

１  調査の概要  

⑴   調査目的  

県立学校生徒のセクハラに対する理解を深めるととも  

に、県立学校におけるセクハラの実態を把握し、被害に対  

応する。また、教職員及び生徒の注意を喚起し、セクハラ  

意識の向上を図るとともに、学校におけるセクハラ行為の  

防止を図る。  

 

⑵  調査対象  

 県立高等学校 (全課程 )142 校、県立中等教育学校 (後期  

課程 )２校、県立特別支援学校 (高等部 )28 校の全ての生徒  

及び教職員を対象 (生徒約 130,900 人、教職員約 15,900  

人 ) 

 

⑶  調査内容  

ア  生徒への調査  

    自分自身がセクハラの被害を受けたり、他の生徒が被  

害を受けたことを知っている場合に、答えられる範囲で

任意に回答する。回答は学校名と学年を記入することを

原則とし、氏名については被害の実態を回答しやすいよ

う無記名でも可とする。  

 

イ  教職員への調査  

    生徒 に対 す るセ ク ハラ の 言動 につ い て自 己 申告 ま た

は 他の 教 職員 に よる 目 撃情 報 を調 査 用紙 に 記入 し 、校

長に回答する。  

 

⑷  調査方法  

ア  生徒への調査  

全生徒に対し、学校を通じて啓発資料とともに、アン

ケ ー ト 用 紙 及 び 回 答用 紙を 配付 。 生 徒 は 自 宅 等 で 回 答

用紙に記入し、郵送受付期間〔平成 31 年１月 25 日 (金 )

～３月 31 日 (日 )〕に県教育委員会へ直接郵送する。  
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イ  教職員への調査  

      調 査 用 紙に 記 名の うえ 、 自身 及 び 他 の教 職 員 の セク

ハ ラの 言 動に つ いて 有 無を 回 答し 、 有の 場 合は 具 体の

内容を記載して校長に提出する。  

 

⑸  調査対象期間  

平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで  

(教職員への調査は、平成 31 年１月調査時点まで ) 

 

２  調査の結果  

⑴  生徒への調査  

ア  回答状況  

  被害を受けたという回答数   55 通  

(内訳：男子 13 通  女子 30 通  不明 12 通 ) 

 

イ  被害状況（複数回答）  

被害を受けたと回答した 55 人のうち、「自分自身が

被害を受けた」との回答は 43 人、「他の生徒が被害を

受けた」との回答は 25 人であった。  

回 答 内 容 （ 複 数 回 答 ）  人 数  

自 分 自 身 が 被 害 を 受 け た  43 人  

他 の 生 徒 が 被 害 を 受 け た  25 人  

＊上記のどちらにも記載がない回答は、「自分自身が  

被害を受けた」に含めている。  

＊上記のうち両方に回答したのは 13 人  

 

ウ  自分自身が被害を受けたという回答のセクハラの  

行為者（複数回答）   

セ ク ハ ラ の 行 為 者 （ 複 数 回 答 ）  件 数  

先 生   24 件  

生 徒   15 件  

部 活 動 の 指 導 者 (顧 問 の 先 生 以 外 )  １ 件  

そ の 他   ６ 件  

計  延 べ 46 件  
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エ  自分自身が被害を受けたという回答の被害内容 (複数   

回答 ) 

被 害 の 内 容 (複 数 回 答 ) 件 数  

必 要 も な い の に 体 に 触 ら れ た  20 件  

性 的 な か ら か い や 冗 談 な ど を 言 わ れ た  15 件  

「 女 (男 )に は ま か せ ら れ な い 」 「 男 (女 )ら し く

な い 」 な ど 性 別 に よ り 決 め つ け ら れ た  
５ 件  

携 帯 電 話 な ど で 性 的 な メ ッ セ ー ジ や 画 像 を 送 ら

れ た  
４ 件  

性 的 な 関 係 を 求 め ら れ た  ２ 件  

そ の 他  16 件  

計  延 べ 62 件  

 

オ  自 分 自 身 が 被 害 を 受 け て ど う し た か と い う 回 答 (複

数回答 ) 

回 答 内 容 （ 複 数 回 答 ）  件 数  

友 だ ち 、 家 族 な ど 身 近 な 人 に 相 談 し た  20 件  

学 校 の 先 生 や 相 談 窓 口 な ど に 相 談 し た  12 件  

何 も し な か っ た  11 件  

態 度 や 言 葉 な ど で 不 快 と 感 じ た こ と を 相 手 に

伝 え た  
10 件  

そ の 他  ９ 件  

計  延 べ 62 件  

 

カ  学校が特定される回答  

被害を受けたという回答 55 通のうち、学校名が特定

された 54 通については、当該校の校長にアンケートの

回答内容を県教育委員会から連絡した。  

事 実 確 認が 必 要 な 回 答に つ い て は 、 学 校 長が 調 査 を

し、校内の行為者が判明した場合は行為者へ直接指導し、

判 明 し な か っ た 場 合 で も 教 職 員 や 生 徒 に 対 す る 注 意 喚

起等の措置を講じた。  

 

⑵  教職員への調査  

 ア  報告状況  

セクハラの言動についての報告事案数   ８校  10 件  

（校種内訳：高等学校６校、特別支援学校２校）  
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イ  事案状況  

報告事案のうち、「他教職員からの目撃情報等」に  

よるものが９件、「本人の申告」によるものが１件で  

あった。  

報 告 内 容 （ 複 数 回 答 ）  件 数  

他 教 職 員 か ら の 目 撃 情 報 等  ９ 件  

本 人 の 申 告  １ 件  

 

ウ  セクハラの言動の内容  

セ ク ハ ラ の 言 動 の 内 容  件 数  

必 要 も な い の に 体 に 触 れ た   ６ 件  

性 的 な か ら か い や 冗 談 な ど を 言 っ た  ３ 件  

そ の 他  １ 件  

計  10 件  

 

エ  学校の対応  

報告を受けた 10 件すべてにおいて、学校長が調査を  

し、教職員に対する注意、指導などの措置を講じた。  

 

３  結果の総括と今後の対応  

⑴  結果の総括  

ア  生徒への調査  

(ｱ)  被害の回答  

・  被害を受けたという回答は、昨年度の 46 通に  

対し、 55 通と増加した。  

・  教職員から被害を受けたとする回答の内容は、  

例年同様「必要もないのに体に触られた」「性的な

からかいや冗談などを言われた」が多かった。  

 

(ｲ) 被害への対応  

・  被 害を 受 け た 生 徒 の 対 応に つ いて は、「 友 だ ち、 

家族など身近な人に相談した」が 20 件と最も多く、 

「学校の先生や相談窓口などに相談した」が 12 件  

の他、「学校内のアンケートに記入した」など、  

相談をした件数は昨年度とほぼ同数だった。また、 

「何もしなかった」という回答は 11 件と、昨年度  

と同数であり、引き続き問題解決に向けて、生徒が  
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行動を起こすことができるよう相談しやすい環境  

づくりを進めていく必要がある。  

 

イ  教職員への調査  

「必要もないのに体に触れた」６件、「性的なからか

いや冗談などを言った」３件が報告のほとんどであっ

た。  

  

ウ  調査全体を通して  

・ 教職員にセクハラのつもりはなくても、生徒がセク

ハ ラと 受 けと める 場 合が あ るこ と から 、今 後 もア ン

ケート調査の結果を踏まえて、生徒がどのような  

言動をセクハラととらえているのかを具体に示し、  

注意を促す必要がある。  

・  授業中に注意を促すための身体接触、技術指導や  

安 全確 保 のた めに 必 要な 身 体接 触 等を 生徒 が セク ハ

ラと受け止める場合があり、不用意な身体接触は  

し ない と とも に、 指 導を 要 する 場 合は 言葉 で 丁寧 に

説明するなど、対応について注意を促す必要がある。 

 

⑵  今後の対応  

ア  生徒向け  

セクハラ防止の啓発と校内人権相談窓口等の周知を  

進める。  

・   ４月に啓発資料を全県立学校生徒に配付した。  

・   ７月にセクハラ相談窓口を含む相談窓口一覧ポス  

ターを各校に配付し、各校において校内人権相談窓  

口の周知を要請する。  

・  ９月にセクハラ防止啓発ポスターを各校に配付す  

る。  

   ・  12 月以降、令和元年度セクハラ調査を実施する。  
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イ  教職員向け  

啓発資料を提供し、研修で活用する。  

・  今回のアンケート結果を掲載した教職員向け啓発  

資料を作成し、各県立学校へ提供し研修会等での活  

用を要請する。  

    

※   調査 結 果の 詳 細 (教 職 員の 調査 結 果を 除 く )は 、参

考資料のとおり。  
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Ⅹ 教員の働き方改革の推進について 

 

１ 経緯 

・ 学校現場では、社会環境の変化に伴い、いじめ、不登校や子どもの貧

困問題、グローバル教育などの新しい教育への対応など、学校における

課題が複雑化・多様化し、教員の精神的・身体的負担も大きくなってお

り、子どもたちと向き合う時間を確保していくことは、喫緊の課題であ

る。 

・ 神奈川県教育委員会では、教員の働き方改革を進めるためには、教員

の勤務時間の実態把握が必要であることから、平成29年度に県立学校及

び県所管の市町村立学校教員の勤務実態調査を実施した。その結果、本

県における教員の長時間勤務の深刻な実態が明らかとなった。 

・ 神奈川県教育委員会では、県立学校勤務実態調査の結果を踏まえ、外

部有識者等に教員の働き方改革に関する県教育委員会の課題や取組につ

いて、意見を求めるため、「県立学校教員の働き方改革にかかる懇話会」

を平成29年12月に設置し、意見を聴取した。 

・ 懇話会の意見や市町村立学校勤務実態調査の結果、さらに国の動向等

を踏まえて、「できることから、速やかに」の考えの下、平成30年度に

おける取組等に関して平成30年３月に「神奈川の教員の働き方改革に関

する当面の方策について」をとりまとめた。 

・ 平成30年４月に今後の教員の働き方改革に関する取組等に関して議論

をするため、「神奈川の教員の働き方改革検討協議会」(以下、「協議会」

という。)を設置し検討を進め、本年３月に「神奈川の教員の働き方改革

に向けた意見(最終まとめ)」(以下、「最終まとめ」という。)が取りま

とめられた。 

・ 一方、国においては、本年１月25日に中央教育審議会から「新しい時

代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に

おける働き方改革に関する総合的な方策について(答申)」が文部科学省

に提出され、同日、文部科学省が「公立学校の教師の勤務時間の上限に

関するガイドライン」を策定した。また、現在、教員の働き方改革の主

要な事項である「標準職務モデル案」の検討を進めている。 

・ 教員の多忙化の要因の一つである部活動については、平成30年３月に

スポーツ庁が「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」(以

下、「運動部活動のガイドライン」という。)を、平成30年12月に文化庁

が「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を策定した。 
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２ これまでの主な取組 

「できることから、速やかに」の考えの下、以下の取組を実施している。

⑴ 県立学校における主な取組 

ア 様々な教育課題に対する組織的な取組の推進 

(ｱ) ハイスクール人材バンクの活用 

(ｲ) スクールカウンセラーの活用 

(ｳ) スクールソーシャルワーカーの活用 

(ｴ) 業務アシスタントの全校配置 

イ 学校が行う業務の精選等による負担軽減 

(ｱ) 県教育委員会が行う調査の削減等 

(ｲ) 県立高校全校での部活動休養日の設定 

(ｳ) 県立高校への部活動指導員の配置 

(ｴ) 県立特別支援学校への学校警備員の配置 

ウ ＩＣＴの活用による校務処理の一層の迅速化、効率化の促進 

(ｱ) 校務パソコンの整備 

(ｲ) 学校ホームページの改善 

 

⑵ 市町村立学校に対する主な支援策 

ア 学校経営アドバイザーの派遣 

イ 部活動休養日の設定の促進 

ウ 専門スタッフの活用 

(ｱ) スクールカウンセラーの活用 

(ｲ) スクールソーシャルワーカーの活用 

(ｳ) 部活動指導員の配置支援 

(ｴ) 小学校外国語教育（英語）における指導体制の充実 

(ｵ) 教育相談コーディネーターの後補充非常勤講師の配置（小学校） 

 

⑶  「神奈川県の部活動の在り方に関する方針」等の策定 

ア 「神奈川県の部活動の在り方に関する方針」（以下、「県の方針」

という）を策定(文化部にも適用)（H30.4策定・H31.3一部改定） 

(ｱ) 県と県教育委員会は、平成30年３月にスポーツ庁が策定した運動

部活動のガイドラインに則り、県の方針を策定 

(ｲ) 市町村教育委員会、学校法人等の学校の設置者は、運動部活動の

ガイドラインに則り、県の方針を参考に、設置する学校の方針を策

定 

イ 県教育委員会は、「神奈川県立学校に係る部活動の方針」を策定(文
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化部にも適用) （H30.4策定・H31.3一部改定） 

(ｱ) 県立高等学校、中等教育学校、特別支援学校に適用 

 

３ 神奈川の教員の働き方改革に向けた意見(最終まとめ) 

最終まとめの前文では、「県教育委員会及び市町村教育委員会には、国

の動向を見据えつつ、この最終まとめを踏まえ、教員の働き方改革の指針

の策定を求めたい」とされている。 

最終まとめでは、「個別業務の役割分担及び適正化」や「勤務時間」等

の項目ごとに「協議会での意見」、「市町村立学校部会での意見」、「県

立学校部会での意見」をそれぞれ取りまとめ、「今後の取組に関する協議

会での方向性」を示している。 

 

４ 「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」の策定について 

働き方改革の実効性を高めるため、最終まとめ及び「公立学校の教師の

勤務時間の上限に関するガイドライン」等を踏まえ、「神奈川の教員の働

き方改革に関する指針」(以下、「指針」という。)の策定を進めている。 

 ⑴ 指針に盛り込む事項 

ア 指針の性格 

教員の働き方改革の実現に向けた基本的な考え方や取組の方向性

を示すもの。 

 イ 指針の目的 

  持続可能な学校における指導、運営体制の構築と神奈川の教育の質

を高めるために、教員のワーク・ライフ・バランスの実現を通じて、

自らの人間性や創造性を高めるとともに、教員と子どもたちが向き合

う時間を確保し、子どもたちに対して効果的な教育活動を行う。 

ウ 指針の目標 

  持続可能な学校における指導、運営体制の構築を目指すために以下

の３つの目標を掲げる。 

(ｱ) 時間外勤務の上限の遵守 

(ｲ) 年次休暇一人あたり年平均取得日数及び学校閉庁日の設定とそ

の遵守 

(ｳ) 「神奈川県の部活動の在り方に関する方針」の遵守 

エ 指針の構成 

指針には、「県立学校における県教育委員会の働き方改革に向けた

取組」と「市町村教育委員会に対する支援」に分けて、次の項目につ

いて具体的な取組を盛り込む。 
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(ｱ) 個別業務の役割分担及び適正化について 

（取組例） 

国から示される「標準職務モデル案」に基づく個別業務の役割分

担及び適正化等を踏まえて、学校の主体性を活かせるよう、教員業

務等を見直し、標準業務の整理を行う。  

(ｲ) 勤務時間について 

（取組例） 

教員の勤務時間の客観的な把握や、県立学校の長期休業期間中の 

学校閉庁日の設定と、それに伴う保護者や地域住民の理解を促進す

る。 

(ｳ) 教員の意識改革について 

（取組例） 

県立学校の学校運営の基本方針に教員の働き方改革に関する視

点を盛り込む。 

(ｴ) 学校を支える人員体制について 

（取組例） 

   個別業務の役割分担及び適正化を踏まえて、教員の勤務実態改善

のための外部人材等の配置及びその継続・拡大を図る。   

(ｵ) 定数改善について 

（取組例） 

教育の質の向上を目指すとともに、教員の働き方改革につながる

教員定数の改善を、引き続き、国に要望する。 

(ｶ) 労働安全衛生管理について 

（取組例） 

   産業医と管理職が連携して県立学校の教員の健康管理や職場環

境の改善を図る。 

(ｷ) その他 

（取組例） 

基本研修全体の研修体系の見直しとともに研修自体の精選を行う。 

 

⑵ その他 

ア 指針の対象期間は、国の工程表を参考に概ね５年程度とする。 

イ 国等における新たな動きや、目標の達成状況の検証を踏まえ、必要

な取組の追加、変更、見直しを行う。 
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５ 今後の予定 

⑴ 現在、国において検討が進められている「標準職務モデル案」との整

合性を図る必要があり、それらを踏まえ、速やかに指針を策定していく。 

⑵ 併せて、効果検証の方法や検証組織などについても検討していく。 

⑶ 策定後は、指針を踏まえた取組を着実に実施し、市町村教育委員会と

連携しながら、教員の働き方改革を推進していく。 
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ⅩⅠ インクルーシブ教育の推進の取組について 
 

１ 義務教育段階の取組 

⑴ これまでの取組 

〇 「みんなの教室」モデル事業 

ア 仕組み 

すべての子どもが、できるだけ通常の学級で共に学びながら、

一人ひとりのニーズに応じた指導・支援を受けることができる仕

組み。 

イ ねらい 

・ 通常の学級に在籍する支援の必要な子どもが、必要な時に適切

な指導を受けられるようにすることで、教育的ニーズに一層対

応しやすくする。 

・ 特別支援学級に在籍する子どもが、これまで以上に通常の学級

で学ぶ機会を増やす。 

・ 子どもたちがかかわり合う機会を増やし、相互に理解し合いな

がら、集団に適応する力を一層育む。 

ウ モデル校（７校） 

推進地域 モデル校（平成30年度学級数） 実施年度 

茅ヶ崎市 第一中学校  （21学級） 平成27～30年度 

寒川町 南小学校   （20学級） 平成28～30年度 

厚木市 
毛利台小学校 （23学級） 平成28～30年度 

玉川中学校  （14学級） 平成28～30年度 

南足柄市 

福沢小学校  （16学級） 平成28～30年度 

向田小学校  （17学級） 平成28～30年度 

足柄台中学校 （14学級） 平成28～30年度 

エ 取組の成果 

・ 教育相談コーディネーターを中心とした校内支援体制が整備さ

れ、支援が必要な子どもに関する情報共有・支援策の検討などが

組織的に行われ、子どもへの指導・支援に関する教職員間の共通

理解が図られた。 

・ 交流及び共同学習など、共に学び共に育つ取組が日常的に行わ

れ、子ども同士の自然なかかわり合いや学び合いが生まれ、子ど

もの中に｢みんなが学級の仲間｣という意識が浸透してきた。 

・ 多様な子どもが共に学ぶ機会が増えたことから、学習の内容・

方法・環境の工夫改善等、誰にでもわかりやすい授業づくりの取

組が行われ、わかる喜びや達成感を味わい、自信をつけている子

どもの姿が見られた。 
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  オ 課題 

・  特に小学校では、教育相談コーディネーターに指名された 

教員が授業や学級担任を併せて受け持っており、コーディネ 

ート業務に当たる時間を確保する必要があることが分かった。 

 

 ⑵ インクルーシブ教育校内支援体制整備事業 

ア 仕組み 

特に教育相談コーディネーターが学級担任等を兼務している現 

状にある小学校に、後補充非常勤講師を配置し、教育相談コーデ 

ィネーターの授業時間を軽減することで、コーディネート業務に 

当たる時間を確保し、教育相談コーディネーターを中心とする校 

内支援体制を整備することにより、小学校におけるインクルーシ 

ブ教育の推進を図る。 

   イ ねらい 

・  すべての子どもができるだけ共に学び共に育ちながら、必要 

に応じて適切な指導・支援を受けられる校内支援体制を整備する。 

・ すべての子どもができるだけ通常の学級で共に学び共に育つ

ための授業づくり及び学級づくりを行う。 

・ すべての子どもが共に学び共に育つことにより、相互理解を

深められるようにし、多様性を認め、互いの個性を尊重し、他

者と協働する力を育む。 

    ウ 令和元年度指定校（15校） 

No. 地域 市町村名 指定校名 

1 横須賀市 公郷小学校 

2 

湘南三浦 

鎌倉市 深沢小学校 

3 藤沢市 鵠南小学校 

4 茅ヶ崎市 円蔵小学校 

5 

県央 

大和市 柳橋小学校 

6 海老名市 杉本小学校 

7 座間市 相模が丘小学校 

8 綾瀬市 綾瀬小学校 

9 

中 

平塚市 勝原小学校 

10 秦野市 西小学校 

11 伊勢原市 比々多小学校 

12 

県西 

小田原市 富水小学校 

13 大井町 上大井小学校 

14 箱根町 湯本小学校 

15 湯河原町 湯河原小学校 
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⑶ 全県への普及 

ア 「小・中学校インクルーシブ教育推進協議会」等の開催 

各指定校の取組の成果と課題を検証するとともに、全県におけるイ

ンクルーシブ教育の推進に向けた協議を行っている。 

イ 各種会議・研修会での周知 

全県指導主事会議、小・中学校教職員対象の教育研究会等で、指

定校の研究成果等に係る情報提供及び協議等を行っている。 

   ウ 市町村教育委員会への働きかけ 

     「小・中学校インクルーシブ教育推進協議会」の地域連絡部会に

出席を依頼し、インクルーシブな学校づくりのポイント等を伝え、

取組の促進を図っている。 
 

２ 高等学校段階の取組 

⑴ インクルーシブ教育実践推進校の指定 

知的障がいのある生徒が高校教育を受ける機会を拡大するため、次

のことに取り組んだ。障がいのある生徒もない生徒も、共に学ぶこと

を通じて相互理解を深め、多様性の受容力・社会性・思いやりの心を

育む。 

ア 平成27年１月 

「県立高校改革基本計画」の重点目標にインクルーシブ教育を位

置づけた。 

イ 平成28年４月 

「県立高校改革実施計画（Ⅰ期）」において、茅ケ崎高校、厚木

西高校、足柄高校の県立高校３校をインクルーシブ教育実践推進

校（パイロット校）に指定した。 

ウ 平成30年10月 

     「県立高校改革実施計画（Ⅱ期）」において、パイロット校３    

校に加えて、11校をインクルーシブ教育実践推進校に指定すること

とした。知的障がいのある生徒が自力で通学することを考慮し、通

学地域を設定した。 

 

⑵ 各パイロット校における校内体制の整備等 

ア 生徒支援体制の整備 

<指導体制>  

生徒の教育的ニーズに対応するためのティーム・ティーチング、

小集団指導、個別対応指導等が可能となる体制の整備を行い、一人

ひとりの状況に応じた指導に取り組んでいる。 
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<キャリア教育> 

生徒が進路希望を実現し、卒業後、社会で活躍できるようにする 

ための指導体制の整備を行い、職場見学やインターンシップ等、体

験的な学習も含めた指導に取り組んでいる。 

イ 施設・設備の整備 

<リソースルーム等の整備> 

生徒が安心して学校生活を送り、必要に応じて個別の指導等を受 

けるためのリソースルーム等の整備を行い、一人ひとりに対する充 

実した支援に取り組んでいる。 

 

⑶ インクルーシブ教育実践推進校の志願に向けた取組 

ア 入学者選抜 

<平成29年度及び平成30年度> 

「連携型中高一貫教育」に基づき、一般募集とは異なる連携募集

により実施した。知的障がいのある生徒を１学年あたり21名募集し、

パイロット校３校で平成29年度は31名、平成30年度は41名が入学し

た。 

<平成31年度> 

   茅ケ崎高校及び厚木西高校では、引き続き連携募集により、 

計32名が入学した。 

    足柄高校では、連携する中学校の数が少なく、志願者が増え 

にくいという状況があり、南足柄市と足柄上郡を対象に行って

いた連携募集に加え、同じ県西地域である小田原市と足柄下郡

の中学校に在籍する生徒を対象とした特別募集を実施した。連

携募集で７名、特別募集で14名、合わせて21名が入学した。 

<令和２年度> 

神奈川県内の中学校に在籍する生徒を対象に、14校のインク

ルーシブ教育実践推進校で特別募集を行う。定員は１学年あた

り21名の予定。 

イ 相互理解を深める教育活動 

各インクルーシブ教育実践推進校のすべての生徒が、インク

ルーシブ教育について主体的に学ぶための学習活動を、毎年、

各学校において実施している。 

ウ 中高連携事業 

志願対象となる中学生が高校での学習や生活について理解を

深め、適切な進路選択ができるよう、これまでの連携募集の成

果を生かして、学校説明会、授業見学会、学校行事等見学会を

実施する。 
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     ※インクルーシブ教育実践推進校（14校） 

高等学校 通学地域 

川崎北高等学校 川崎市 

城郷高等学校 
川崎市 横浜市 

霧が丘高等学校 

上矢部高等学校 横浜市 

津久井浜高等学校 
横須賀市 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 

逗子市 三浦市 葉山町 寒川町 
湘南台高等学校 

茅ケ崎高等学校 ＊ 

二宮高等学校 平塚市 秦野市 伊勢原市 大磯町 二宮町 

南足柄市 中井町 大井町 松田町 山北町 

開成町 小田原市 箱根町 真鶴町 湯河原町 

伊勢原高等学校 

足柄高等学校   ＊ 

厚木西高等学校 ＊ 

相模原市 厚木市 大和市 海老名市 

座間市 綾瀬市 愛川町 清川村 

綾瀬高等学校 

上鶴間高等学校 

橋本高等学校 

                               ＊；パイロット校 

 

⑷  すべての県立高校におけるインクルーシブ教育の推進 

共生社会の実現に向け、すべての県立高校におけるインクルーシブ

教育を推進するため、平成28年度より「高等学校におけるインクルー

シブ教育の推進に係る会議」を年１回開催している。神奈川のインク

ルーシブ教育の推進についての理解を深めるとともに、インクルーシ

ブ教育実践推進校（パイロット校）におけるこれまでの取組や、支援

体制の充実に向けた県立高校の実践の成果等を共有できるようにして

いる。 

 

３ インクルーシブ教育の推進に係る理解の促進 

⑴ インクルーシブ教育推進フォーラムの実施 

   ア 目的 

本県のインクルーシブ教育の推進について、すべての県民に理解

を深めていただくため、平成26年度から継続して実施している。 
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イ 実施状況 

 テーマ 目的・対象地域 
開催 
回数 

参加 
者数 開催地 

平成 

26年度 

共生社会の実現を 
めざして 
～インクルーシブな 

学校づくりに向けて～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 

４回 690名 

平塚市 

藤沢市 

横浜市 

海老名市 

平成 

27年度 

地域と共につくる 
インクルーシブな学校 
～地域で育つ子ども・ 

地域で生きる子ども～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 

３回 727名 
横浜市 

(２回) 

海老名市 

平成 

28年度 

地域と共につくる 
インクルーシブな学校 
～子どもを支える地域の 

ネットワークづくり～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 

１回 

1,008名 

相模原市 

「みんなの教室」モデル
事業及びインクルーシブ
教育実践推進校（パイロ
ット校）の各取組地域に
おける開催 

３回 
茅ヶ崎市 

南足柄市 

厚木市 

平成 

29年度 

地域と共につくる 
インクルーシブな学校 
～みんなで描く 

わたしたちの学校～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 
（過去未開催の地域） 

４回 850名 

小田原市 

横須賀市 

伊勢原市 

大和市 

平成 

30年度 

地域と共につくる 
インクルーシブな学校 
～みんなでつくる 

「わたしたちの学校」～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 

２回 637名 
海老名市 

川崎市 

令和 

元年度 

(予定) 

みんなでつくる 
インクルーシブな学校 
～共に考えること、 

自分にできること～ 

理解・啓発を目的とする 
全県対象 
「みんなの教室」モデル
事業及びインクルーシブ
教育実践推進校（パイロ
ット校）の各取組地域に
おける開催 
市町教育委員会との共催 

４回 － 

南足柄市 

厚木市 

寒川町 

相模原市 

ウ 平成26～30年度の成果 

・ ５年間の継続的な実施により、ほぼ県全域で開催できた。 

・ 平成30年度は、インクルーシブ教育実践推進校（パイロット校）

と「みんなの教室」モデル事業の取組について実践報告を行っ

たことで、県のインクルーシブ教育の取組についての具体的な

理解につながっている。 

・ 参加者のうち県民の占める割合が増えており、インクルーシブ

教育についての一定の理解が進み、学校教育の取組だけでなく、

自分が学校や地域で何ができるかを考える機会につながってい

る。 

・ 特に、パネルディスカッションにおいては、回数を重ねるにし

たがって、会場参加者から、自分たちの地域でインクルーシブ
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教育を進めていく上での具体的な課題等についての意見が出さ

れるようになった。 

 

⑵ リーフレット「かながわのインクルーシブ教育の推進」の活用 

ア 目的等 

・ 子ども・保護者をはじめ、すべての県民にインクルーシブ教育

の推進について理解を深めていただくことを目的として作成した。 

・ 平成27年度、県内すべての幼稚園、小・中学校、高等学校、中

等教育学校及び特別支援学校の幼児、児童・生徒及び保護者、教

職員に配付した。 

イ 特徴 

・ インクルーシブな学校について主体的に考えていただけるよう、

平易な言葉を用いた対話型形式のリーフレットとした。 

ウ 活用に向けた取組 

<教員対象の活用研修> 

県内の公立小・中学校及び高等学校の教職員を対象に開催して

いる。 

<児童・生徒対象の研修会> 

児童・生徒向けのインクルーシブ教育に関する研修を開催して

いる。 

<インクルーシブ教育推進フォーラムでの活用> 

各フォーラムにおいて、リーフレットを用いた説明を実施して

いる。 

<点字版等の作成> 

        リーフレットをより多くの方にご活用いただくため、新たに 

点字版、音声版、総ルビ版、外国語版及び小学校低学年版等を作

成し、ホームページに掲載している。 
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（参考）インクルーシブ教育の推進の社会的背景・経緯 

１ 世界及び国内の動向 

⑴ 世界の動向 

ア 「サラマンカ宣言」採択（平成６年） 

障害のある子どもを含めた万人のための学校が提唱された。 

イ 「障害者の権利に関する条約」国連採択（平成18年。日本は平成

26年批准） 

障害者が障害を理由として教育制度一般から排除されないことが

規定された。 

 

⑵ 国内の動向 

ア 「障害者基本法」一部改正（平成23年） 

可能な限り障害者である児童・生徒が、障害者でない児童・生

徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ必要な施策を講じなけ

ればならないことが規定された。 

   イ 文部科学省中央教育審議会特別委員会報告（平成24年） 

共生社会の形成に向けて、同じ場で共に学ぶことを追求し、個

別の教育的ニーズに最も的確に応える多様で柔軟な仕組みの整備

や、連続性のある「多様な学びの場」の用意が必要と報告された。 

ウ 「学校教育法施行令」一部改正（平成25年） 

特別支援学校への就学を原則とした就学先決定の仕組みから、児

童・生徒の個々の障害の状態等を踏まえた総合的な観点から決定

する仕組みに改正された。 

   エ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行（平成

28年） 

     障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政

機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するため

の措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推

進し、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目

的として制定された。 

 

２ 本県の動向 

⑴  これまでの本県の教育 

ア  共に学び共に育つ教育（昭和59年 県総合福祉政策委員会提言） 

地域社会における、共に学び共に育つ環境づくりを推進してき

た。 
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イ 支援教育（平成14年「これからの支援教育の在り方について(報

告)」） 

すべての子どもたちの自らの力では解決できない独自の課題 

を「教育的ニーズ」として捉えそれぞれに適切に対応する「支援

教育」を推進してきた。 

ウ 共に育ちあう教育（平成19年「かながわ教育ビジョン」策定）  

子どもたちが成長の過程で様々な人々と出会い共に学ぶこと 

で立場を超えて理解し合い学び合える、誰をも包み込むインクルー

ジョン教育を推進してきた。 

 

⑵  インクルーシブ教育の推進（平成27年 教育ビジョン一部改定） 

支援教育の理念のもと、共生社会の実現に向けて、小・中学校から

高校までの連続性のある多様で柔軟な学びの場を提供しつつ、すべて

の子どもができるだけ同じ場で共に学び共に育つ、インクルーシブ教

育を推進していく。 
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ⅩⅡ 神奈川県立体育センターと神奈川県立総合教育センターの一体的整備

について 

 

１ 体育センター 

県立体育センターについては、児童・生徒のスポーツ推進はもとより、

生涯スポーツ・障がい者スポーツの推進やアスリートの競技力向上等を図

る本県の総合的なスポーツ推進拠点となるよう、令和２年４月の神奈川県

立スポーツセンターとしての供用開始に向けて、現在、隣接する総合教育

センターと一体的に整備を進めている。 

また、スポーツセンターの供用開始に併せて、教育委員会からスポーツ

局に事務を移管する予定であり、現在、教育委員会とスポーツ局が連携し

て、同センターの供用開始に向けた運営等の準備を進めている。併せて、

これまで体育センターが担ってきた保健体育科教員等の研修業務について

は、同センターのスポーツ局移管後に総合教育センターへ移管するため、

所要の準備を進めている。 

※ 平成31年第１回定例会において「神奈川県立体育センター及び神 

奈川県立西湘地区体育センターに関する条例」及び「地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第23号第１項の規定に基づく職務権限の特

例に関する条例」の改正により、県立体育センターは県立スポーツセ

ンターに名称を改め、令和２年４月１日からスポーツ局の所管となる。 

  また、県立スポーツセンターにおける施設使用料については、「神

奈川県立体育センター及び神奈川県立西湘地区体育センターに関する

条例」の改正により、所要の額が定められている。 

 

⑴ スポーツセンターの整備概要 

令和２年４月供用開始予定 

整備施設の名称 
( )は完成予定年度 

設置場所 
(旧施設) 

用途等 

１ 
スポーツアリーナ２ 
(R1) 新

築 

第１、第２
本館棟跡地 

地上２階。ﾊ゚ ﾗｽﾎ゚ ﾂーの活動拠点、屋内50m ﾌ゚ ﾙー、専門
競技種目の練習場等 

２ 宿泊棟(R1) 
（駐車
場） 

地上３階。全室ﾊ゙ ﾘｱﾌﾘー 、食堂併設 

３ テニスコート(R1) 

改
修 

旧施設と
同じ場所 

砂入り人工芝(８面)、照明・更衣室等整備 
４ グリーンハウス(R1) 総合受付・ラウンジ等、歴史的価値保全、施設改修 

５ 
スポーツアリーナ１ 
(一部R1、残りR3以降) 

老朽化による空調・衛生(R1)、特定天井等の改修(R3) 

６ 球技場(H29) 
２面のうち１面をｸﾚー ⇒人工芝化、１面は天然芝(ﾛー ﾝ)
を維持 

７ 陸上競技場(R1) 
第２種公認。ﾒｲﾝｽﾀﾝﾄ゙ (1,937席)・他ｽﾀﾝﾄ゙ (3,640席)
改修、全天候型舗装 

８ 補助競技場(H29) 
補助ﾄﾗｯｸ：300m×３ﾚー ﾝ、全天候型舗装 
ﾌｯﾄｻﾙｺー ﾄ：２面整備、夜間照明等整備 
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 ⑵ 運営等準備事務について 

供用開始に向けて、利用時間等の施設運営に係る規則及び要綱等の規

程を整備していく。 

その際、供用開始後の利用申込については、スポーツ局に移管する前

の本年10月から、必要な事務手続き等が生じるため、供用開始前の令和

元年10月１日から令和２年３月31日に行う準備行為については教育委員

会が、「教育委員会規則」等を整備する。また、供用開始後の令和２年

４月１日からの事務に伴う規則についてはスポーツ局が知事規則等を整

備する。 

ア 施設の運営管理に関する基本的な事項 

(ｱ) 休場日 

月曜日（祝日に当たるときを除く。）、祝日の翌日（土日祝日に

当たるときを除く。）及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）。 

(ｲ) 利用時間 

  改正後 
区  分 利用時間 

屋内施設 午前９時～午後９時 

屋外施設 照明無し 午前９時～午後５時 

※４月15日～９月15日は午後６時まで 

 照明有り 午前９時～午後９時 （新設） 

宿泊棟 宿泊室 午後３時～午前 10 時（新設） 

 その他の施設 午前９時～午後９時 （新設） 

駐車場 普通自動車及び大型

自動車 

午前８時～午後 10 時（新設） 

 原動機付自転車、二

輪自動車及び自転車 

24 時間（新設） 

   

現行 
区  分 利用時間 

屋内施設 午前９時～午後９時 

屋外施設 照明無し 午前９時～午後５時 

※６月15日～９月15日は午後６時まで 

 照明有り ― 

宿泊棟 宿泊室 ― 

 その他の施設 ― 

駐車場 普通自動車及び大型

自動車 

― 

 原動機付自転車、二

輪自動車及び自転車 

― 
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(ｳ) 利用申込期間 

  改正後 

区  分 利用申込期間 

一般施設等（フロア、会議

室、球技場、テニスコート、

グリーンハウス等） 

利用日の２月前の初日～利用当日 

※ 備品等の設営準備が必要な施設は、

利用前日の正午まで 

プール及び

トレーニン

グルーム 

１回単位の利用 利用当日 

１月単位の利用 利用日の２月前の初日～利用当日（新設） 

プールの専用利用 利用日の２月前の初日～利用日の１月前 

陸上競技場 個人利用 利用日の２月前の初日～利用当日（新設） 

団体利用 利用日の１月前の初日～利用当日（新設） 

専用利用 利用日の２月前の初日～末日 

補助競技場 専用利用 利用日の１月前の初日～利用前日の正午 

フットサルコート 利用日の２月前の初日～利用前日の正午（新設） 

宿泊室 利用日の６月前の初日※～利用日の２週間前（新設） 

※利用日が４～７月までの場合は１月から 

駐車場 利用当日（新設） 

   

 現行 

区  分 利用申込期間 

一般施設（フロア、会議室、

球技場、テニスコート等） 

利用日の１月前の初日～利用当日 

 

プール及び

トレーニン

グルーム 

１回単位の利用 利用当日 

１月単位の利用 ― 

プールの専用利用 利用日の１月前の初日～15 日まで 

陸上競技場 個人利用 ― 

団体利用 ― 

専用利用 利用日の１月前の初日～15 日まで 

補助競技場 専用利用 開放 

フットサルコート ― 

宿泊室 ― 

駐車場 ― 
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イ 使用料の減免 

  改正後 

  減免基準 減免率 

１ 県がスポーツ行事を行うために利用するとき。 免除 

２ 障害者がプール、トレーニングルーム、陸上競技場（個人

利用）又は駐車場を利用するとき。 

 

３ 県内の市町村がスポーツ行事を行うために利用するとき。 １／２ 

４ 公共的団体が青少年、高齢者又は障害者を対象とするスポ

ーツ行事を行うために利用するとき。 

 

５ 県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校が児童又は生

徒等を対象としたスポーツ行事を行うために利用すると

き。 

 

６ 障害者が施設等を利用するとき（２の施設を除く。）。  

７ スポーツ大会等の運営関係者が駐車場を利用するとき（１

大会等あたり 20 台を限度とする。）。 

 

８ スポーツ団体が県民を対象としたスポーツ行事を行うため

に利用するとき。 

１／５ 

９ その他教育長（※）が必要と認めるとき。 個別判断 

※ スポーツ局移管後は知事が必要と認めるときとなる予定。 

 

現行 

 減免基準 減免率 

１ 県が体育行事を行うために利用するとき。 免除 

２ 市町村が体育行事を行うために利用するとき。 １／２ 

３ 公共的団体が青少年を対象とする体育行事を行うために利

用するとき。 

 

４ 公共的団体が高齢者又は障害者を対象とする体育行事を行

うために利用するとき。 

５ 小学校、中学校、高等学校、幼稚園又は保育園が児童又は

生徒等を対象とした体育行事を行うために利用するとき。 

 

６ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体で県又は市

町村の区域を単位として設立されたものが県民を対象とし

た体育行事を行うために利用するとき。 

１／５ 

７ 県内の大学が学生を対象とした体育行事を行うために利用

するとき。 

８ その他教育長が必要と認めるとき。 個別判断 
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ウ 施設等の優先利用基準 

スポーツ大会の開催や県のスポーツ推進の観点から、一般利用申込

期間より前に利用の申込みをしなければ開催等に支障が生ずるものに

ついて優先的に利用を承認するため、これまでも施設等の優先利用基

準を定め運用しており、この基準について所要の改正を行う。 

     

改正後 

区 分 内    容 

特別優先 １ 県が主催するスポーツ行事（スポーツ局又は教育委員会

（学校を除く。）が主催するものに限る。） 

２ スポーツ団体等が主催する関東大会以上（陸上競技及び専

門競技は県大会以上。）の規模のスポーツ大会 

３ 総合教育センターが主催する教員研修事業 

４ その他教育長（※１）が必要と認めるもの 

第１優先 １ スポーツ団体等が主催する県大会及びこれに類する広域的

なスポーツ大会 

２ スポーツ団体等が主催する県内の青少年又は障害者を対象

としたスポーツ行事 

３ 公共的団体が主催する県内の青少年又は障害者を対象とし

た広域的なスポーツ行事 

４ スポーツ団体等が主催する県内の選手強化事業 

５ 県が主催するスポーツ行事（特別優先１を除く。） 

６ 運動場又はプール等の体育施設が整備されていない又は改

修工事中で利用できない県立学校が実施する児童又は生徒等

を対象とした授業及びスポーツ行事 

７ 県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校が主催する児

童又は生徒等を対象としたスポーツ行事（部活動の練習を除

く。） 

８ 県内の市町村が主催するスポーツ行事 

９ ＰＦＩ事業者が主催するスポーツ行事 

10 その他体育センター所長（※２）が必要と認めるもの 

第２優先 １ スポーツ団体等が主催する県民を対象としたスポーツ行事 

２ 県内の障害者グループが行う障害者スポーツの練習 

３ 県内の幼稚園、小学校、中学校又は高等学校が行う部活動

の練習 

４ 公共的団体が主催する県民を対象としたスポーツ行事 

５ その他体育センター所長（※２）が必要と認めるもの 

※１ スポーツ局移管後は知事が必要と認めるものとなる予定。 

※２ スポーツ局移管後は所長（スポーツセンター所長）が必要と認めるもの 

となる予定。 
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現行 

区 分 内    容 

特別優先 １ 体育センター主催行事 

２ 全国又は関東をブロックとする体育協会及びその加盟団

体、高等学校体育連盟及び中学校体育連盟が主催する全国又

は関東を単位として実施する大会。 

３ 湘南ブロック中学校体育連盟が主管する神奈川県中学校総

合体育大会。 

４ 神奈川県高等学校総合体育大会開会式。 

５ 神奈川県レクリエーション協会が主催するかながわスポー

ツ・レクリエーション大会。 

第１優先 １ 県の行政機関が主催する県民を対象とした体育行事。 

２ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体が主催する

体育行事で次のもの。 

(1) 全国又は県域を越えた地域ブロック（以下「全国等」とい

う。）を単位として実施するもののうち特別優先を除くも

の。 

(2)県を単位として設置され、かつ全国等組織に加盟する団体

が、実施する全国等を単位とした体育行事に連動する県予選

会等のうち、特に体育センター所長が適当と認めるもの。 

３ 運動場又はプール等が整備されていない（補改修の工事中

を含む）県立学校が実施する生徒を対象とした授業及び体育

行事。 

４ その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 

 ⇒①専門競技大会、②障がい者スポーツ大会、③藤沢市総合

体育大会。 

第２優先 １ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体が主催する

県を単位とした体育行事。 

２ 市町村の行政機関が主催する住民を対象とした体育行事。 

３ その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 

第３優先 １ 県内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支

援学校及び短期大学、大学が実施する児童、生徒又は学生を

対象とするもので次のもの。ただし、土・日・祝日のテニス

コートの利用を除く。 

(1)体育行事。  

(2)体育にかかわる部活動。 

２その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 

準予約 

優先 

体育センター所長が適当と認めるもの。 

 ⇒①公共的団体が主催する体育行事、②県職員参加行事、③

毎年又は隔年で行われている体育行事、④頻繁に体育センタ

ーを利用する団体の利用（いずれも第３優先までに該当しな

いものに限る。） 
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エ その他 

体育センター所長への事務の委任、利用申請書等の様式及び施設等

の利用制限等、所要の規定の整備を行う。 

 

⑶ 今後の予定 

令和元年７月 教育委員会において、教育委員会規則（案）等に係

るかながわ県民意見反映手続（パブリック・コメン

ト）実施 

10月 教育委員会規則等施行、施設等の利用受付開始 

令和２年１月 スポーツ局において、知事規則（案）等に係るかな

がわ県民意見反映手続（パブリック・コメント）実

施 

４月 知事規則等施行、スポーツセンター供用開始 

 

２ 総合教育センター 

総合教育センターは、現在、体育センターに隣接する「善行庁舎」で教

員研修、調査研究機能を担い、藤沢市亀井野に所在する「亀井野庁舎」

で教育相談の機能を担っているが、体育センターとの一体的整備によ

り、新たに総合教育センター棟を整備することから、令和２年度末に亀

井野庁舎を廃止する。 

新たな総合教育センター棟は、教員研修から調査研究、教育相談までの

一貫した機能集約を行い、神奈川の教員の人材育成から児童生徒支援、学

校支援までの総合的な拠点として整備する。 

⑴  総合教育センター棟の整備概要 

  新たな総合教育センター棟は、地上７階建てで、旧宿泊棟の跡地に整

備され、約600名収容の大講堂、様々な研修に対応できる研修室等を備

え、また、教育相談への対応として、来所する相談者に配慮した専用の

エントランスやエレベーター等も設置する。 

 

 ⑵ 研修機能の充実 

    ア これまでの総合教育センターにおける各種研修に加えて、教育局各 

  課で実施している研修の一部を総合教育センターへ移管するなど、 

  総合教育センターの研修機能を充実する。 

 

イ 令和２年４月より、体育センターはスポーツ局に移管されるが、 

教員の研修は任命権者が研修に係る施策や計画を定め、研修の実施 
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に努めなければならないとされているため、総合教育センター内に 

体育指導センター（仮称）を設置し、これまで体育センターが担っ 

てきた保健体育教員への研修機能を移管する。 

 

ウ 国際言語文化アカデミアの廃止に伴い、アカデミアで実施していた 

   「外国語にかかる教員研修事業」を総合教育センターで実施すること 

とし、研修体系や内容等の調整を進めていく。 

 

⑶ 今後の予定 

令和元年11月 神奈川県立総合教育センター組織規則の改正 

令和２年４月 体育指導センター（仮称）設置 

令和３年４月 新総合教育センター供用開始 

        

３ 全体スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

～ 令和  

16 年度 

内

容 

Ｐ 

Ｆ 

Ｉ 

方 

式 

   

４
月 

ス
ポ
ー
ツ
施
設
供
用
開
始
予
定 

 

４
月 

総 

合 

教 

育 

セ 

ン 

タ 

ー 

棟
供
用
開
始
予
定 

 

 

 

県

直

営

方

式 

     

新築等建物の設計・施工等 

陸上競技場スタンド改築工事 

スポーツアリーナ設備改修工事 

維持管理・運営支援等 
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【参考】 

 

（完成イメージ） 

 

 ※ＰＦＩ事業で整備する施設以外(例：陸上競技場等)は、別途、県直営事業により整備する予

定としているため、外観図は簡素化して表現しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツアリーナ１ 

総合教育センター 

宿 泊 棟 
陸上競技場 

球 技 場 

スポーツアリーナ２ 

テニスコート 

グリーンハウス 

補助競技場 
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ⅩⅢ 平成30年度学校生活全般における体罰の実態把握に関する

調査結果について 

 

１ 県立学校における体罰調査の概要 

⑴  調査の目的 

  ア 県立学校における体罰の実態を把握し、具体的な事案に

対しては適切な対応を講ずることで、児童・生徒が安全か

つ安心して学校生活を送ることができる環境の整備に努め

る。 

  イ 各学校において、教職員間の体罰に関する議論や認識を

深め、体罰の根絶に向けた取組を更に推進する。 

 

⑵  調査対象 

  県立高等学校 142 校、県立中等教育学校２校、県立特別支

援学校 28 校の全ての児童・生徒及び保護者、教職員等（外部

指導者を含む） 

（児童・生徒：約 136,500 人、教職員等：約 15,900 人） 

 

⑶  調査内容 

  平成 30 年度の学校生活全般における教職員等による体罰 

 

⑷  調査方法 

 ア 児童・生徒は各学校で配付された調査用紙を自宅等に持

ち帰り、保護者の記載と併せて、郵送受付期間に県教育委員

会に郵送する。 

イ 教職員等は、自己申告と他の教職員等による体罰の目撃情

報を校長に回答する。 

 

⑸ 調査対象期間 

  平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで 

 

２ 市町村立学校における体罰調査の概要 

⑴ 市町村における体罰調査 

政令３市を除く 30 市町村で県の実施要領を参考に、各市町

村教育委員会が定めた方法で、体罰の実態把握調査を行っ

た。 

-60-



 

 

⑵  調査対象 

  小学校 329 校、中学校 176 校、高等学校１校、特別支援学

校３校の全ての児童・生徒及び保護者、教職員等 

（児童・生徒：約 238,700 人、教職員等：約 15,600 人） 

 

⑶ 調査内容 

  平成 30 年度の学校生活全般における教職員等による体罰 

 

⑷ 調査対象期間 

  平成 30 年４月１日から市町村ごとに定めた調査の回答記入

日まで 

 

３ 平成 30 年度に神奈川県内で把握されている体罰事案の状況 

⑴ 体罰の発生状況 

  平成 30 年度に発生した体罰事案は、本調査によって把握さ

れた案件のほか、既に県教育委員会に報告され、対応してい

る案件を加え、次のとおり。 

ａ 平成30年度・体罰発生件数：24件 

（県立学校：９件＋市町村立学校：15件） 

ｂ そのうち、本調査で把握した件数：５件 

（県立学校：３件＋市町村立学校：２件） 

  ア 県立学校 

   設置･校種 

 

場  面 

H30年度        参考 

高等 

学校 

中等 

教育 

特別 

支援 
合 計 

H29 

年度 

H28 

年度 

授業中 ５(2) ０ ０ ５(2) ５(1) ２ 

部活動中 ２(1) ０ ０ ２(1) ４(1) ５ 

特別活動中 

（部活動以外） 
０ ０ ０  ０ ２(1) １ 

その他 

(昼 休 み･放 課 後 等 ) 
２ ０ ０ ２ ３ ０ 

合 計 ９(3) ０ ０ ９(3) 14(3) ８ 

※１ 括弧内の数字は体罰調査で新たに把握された体罰事案の件数(内数) 

※２ 過年度分は合計値 
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イ 市町村立学校              ウ 総合計 

 設置･校種 

 

 

場 面  

H30 年度       参考 

 

H30  H29  H28 

小学校 中学校 
高等学校 

特別支援 

合 

計 

H29

年

度  

H28

年

度  

年 

度 

年

度 

年

度 

授業中 
４ 

(1) 
１ ０ 

５ 

(1) 
１ ５ 

 

10 

(3) 

６

(1) 
７ 

部活動中 ０ ０ ０ ０ 
１ 

(1) 
１ 

２ 

(1) 

５

(2) 
６ 

特別活動中 

(部活動以外)  
０ 

３

(1) 
０ 

３

(1) 
０ ０ 

 

３ 

(1) 

２

(1) 
１ 

その他 

(昼休み・放課

後等) 

４ ３ ０ ７ ２ ８ ９ ５ ８ 

合 計 ８ 

(1) 

７

(1) 
０ 

15 

(2) 

４ 

(1) 
14 

24 

(5) 

18 

(4) 
22 

※１ 括弧内の数字は体罰調査で新たに把握された体罰事案の件数(内数) 

※２ 過年度分は合計値 

 

⑵ 調査によって新たに把握された体罰事案の概要 

ア 県立学校 

N0 職 校種 申 告 者  内  容 負傷 

１  教諭 高校 生徒 

授業中、生徒が持っていた他教科の参考

図書でクイズを始め、答えられない生徒

の頭部を教科書で叩いた。 

なし 

２  教諭 高校 生徒 

授業中、寝ている生徒の頭部を教科書で

叩き、起き上がった生徒の頭部を手で押

した。 

なし 

３  教諭 高校 生徒 
部活動に参加しなかった生徒に対して臀

部を蹴った。 
なし 
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イ 市町村立学校 

N0 職 校種 申 告 者  内  容 負傷 

１  教諭 小学校 児童 

授業中、列に並ぶように指示したが、並

ばない児童に対し左足首付近を掴み、持

ち上げたまま５メートル程移動した。 

爪痕 

皮膚が

むける 

2 教諭 中学校 生徒 

特別活動中、遅れて教室に入り、何も言

わずに席に着いた生徒に対しヘッドロッ

クし、右足で蹴った。 

なし 

 

 ⑶ 体罰事案の発生状況の考察と評価 

  ア 事案の発生件数 

(ｱ) 県立学校   ：前年度 14 件が９件に減少した。 

(ｲ) 市町村立学校 ：前年度４件が 15 件に増加した。 

(ｳ) 総合計    ：前年度 18 件が 24 件に増加した。 

イ 場面別 

(ｱ) 県立学校   ：授業中における発生件数が、前年度 

と同じ５件であった。特別活動中にお

ける発生件数が２件から０件に、昼休

み・放課後等における発生件数が３件

から２件に、部活動中における発生件

数が４件から２件に減少した。 

(ｲ) 市町村立学校 ：授業中における発生件数が前年度１件

から５件に、特別活動中における発

生件数が０件から３件に、昼休み・

放課後等における発生件数が２件か

ら７件に増加した。一方、部活動中

における発生件数は１件から０件に

減少した。 

ウ 考察と評価 

平成 30 年度は体罰の県内総合計件数が前年度 18 件から

24 件に増加し、本調査によって新たに把握された体罰事案

も前年度４件から５件に増加した。調査の結果、事案の背

景には当該教員の体罰に対する認識の甘さがあり、今後も

教職員等の意識改革に向けた継続的な取組が必要である。 
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４ 今後の対応 

 体罰の根絶に向け「体罰防止ガイドライン」に示された体罰

の考え方や、体罰を起こさせない指導体制の確立などについ

て、引き続き「校内研修ツール」などを活用した、計画的な研

修を実施するとともに、新たに教職員向けの体罰防止のリーフ

レットを作成し、教職員等の意識改革の徹底を図る。 

併せて、体罰が発生した際には速やかに、学校から教育委員

会に報告するよう指導していく。 
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ⅩⅣ 「神奈川県の特別支援教育のあり方に関する検討会」中間まとめにつ

いて 

 

１ 「神奈川県の特別支援教育のあり方に関する検討会」の概要 

⑴ 目的 

インクルーシブ教育の進展を踏まえた中で、今後の特別支援教育のあ 

り方について、専門技術的な視点から現状と課題を整理するとともに、 

県における特別支援教育の今後の施策の方向性に資することを目的とす 

る。 

 

⑵ 検討事項 

ア 神奈川県の特別支援教育の現状把握と課題の整理に関すること 

イ 神奈川県の今後の特別支援教育の方向性に関すること 

・ 特別支援学校の整備のあり方について 

・ 医療的ケアのあり方について 

・ 特別支援教育における県と市町村の役割分担のあり方について 

ウ その他、必要とされること 

 

⑶ 構成員 

学識経験者（２名）、医療関係者（１名）、福祉関係者（１名）、県立特 

別支援学校ＰＴＡ（２名）、県立特別支援学校長（２名）、県立高等学校長 

（１名）、市町村教育委員会（５名）、県教育委員会（２名）の計 16名 

 

⑷ 設置 

平成 30年８月 27 日 

⑸ 会議の開催 

第１回 平成 30年８月 ・神奈川県の特別支援教育のあり方に関す

る検討会設置要綱について 

・検討日程について 

・検討内容について 

第２回 平成30年 12月 ・検討会の進め方について 

・これまでの検討会の意見の整理について 

・特別支援教育の現状と課題について 

第３回 平成 31年２月 ・中間まとめ（案）について 

第４回 令和元年５月 ・中間まとめを踏まえた今後の検討の方向

性について 
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２ 中間まとめの概要 

これまでの検討会において、本県の特別支援教育の現状や県教育委員会 

の取組を整理するとともに、課題を把握し、今後の検討すべき方向性を確 

認した。 

 

⑴ 現状 

・ 特別支援教育を必要とする児童・生徒の増加 

・ 障がいの重度・重複化および多様化 

 

⑵ これまでの県教育委員会の主な取組 

・ 小・中学校、高等学校、特別支援学校における、インクルーシブ教

育の推進 

・ 特別支援教育のセンター的機能の充実 

・ 教育相談コーディネーターの配置 

・ 個別の支援計画の推進 

・ 就学相談・指導の充実 

・ 医療的ケアへの対応 

・ 特別支援学校の整備 

 

⑶ 課題 

ア 就学前から卒業後までの各段階の縦のつながり 

・ 就学に係る保護者等との合意形成に向けた対応 

・ 就学後の継続した就学相談の実施に向けた仕組み作り 

・ 高等学校における障がいのある生徒への進路指導の充実 

イ 各段階における横のつながり 

・ 小・中学校、高等学校における校内支援体制のさらなる充実 

・ 特別支援学校のセンター的機能のより効果的な活用 

・ 交流及び共同学習のさらなる充実 

・ 高度化・複雑化する医療的ケアへの対応 

・ 県と市町村の役割分担と連携 

ウ 教育環境の整備や教員の専門性などの学びの環境 

・ 小・中学校及び高等学校における個に応じた指導の充実を図るた

めの学習環境の整備 

・ 特別支援学校の各地域における児童・生徒数の推移等を踏まえた

地域的な課題、児童・生徒の障がいの重度・重複化や多様化による

教育的ニーズへの対応、老朽化対策と時代に合った教育内容を展開
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するための特別支援学校の施設・設備の整備 

・ 小・中学校及び高等学校、特別支援学校の教員の特別支援教育の

専門性の向上と育成 

 

⑷ 今後の検討の方向性 

・ 神奈川県のめざす特別支援教育の基本的な考え方の整理 

・ 特別支援学校の整備について 

・ 医療的ケアのあり方について 

・ 特別支援教育における県と市町村の役割分担のあり方について 

 

３ 今後の予定 

引き続き、「神奈川県の特別支援教育のあり方に関する検討会」を開催 

し、令和元年度末に、最終報告を取りまとめる予定である。 
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ⅩⅤ 神奈川県文化財保存活用大綱（素案）について 

 

１ 概要 

  全国的に、文化財の維持管理や活用の担い手不足が深刻化す

る中、文化財を地域が一体となって保存し、さらに、積極的に

活用することが求められている。こうした状況を踏まえ、国は、

地域社会が総がかりで文化財の保存・活用に取り組むため、平

成30年６月に文化財保護法を改正した。併せて、国は、平成31

年３月に、各都道府県が策定する大綱に記載する事項などに関

する指針を公表した。 

この法改正等により、都道府県は、文化財の保存及び活用に

関する総合的な施策の大綱を策定できるとされ、市町村は、大

綱を勘案し、地域計画を作成できるとされたことから、県とし

て「神奈川県文化財保存活用大綱」(以下「大綱」という。) を

策定する。 

 

２ 目的 

  本県における文化財の保存・活用の基本的な方向性を明確化

し、県や市町村、県民など、地域全体で連携・協力しながら文

化財の保存・活用に取り組む共通の基盤として大綱を策定する。 

 

３ 経過 

 ・平成31年１月 文化財保護審議会委員に骨子イメージに係る 

意見聴取 

 ・平成31年２月 市町村に骨子イメージに係る意見照会 

 ・平成31年３月～４月 文化財の所有者にアンケートを実施 

 ・平成31年４月 関係団体に意見聴取 

・令和元年５月 県・市町村意見交換会を開催 

       市町村及び庁内関係部局に素案に係る意見 

照会 

 

４ 大綱（素案）の概要 

(1) 基本的な考え方 
「文化財を守り、伝え、活用し、歴史や文化、自然を感じる

魅力あふれる神奈川へ」を将来像とし、これに向けて、 
ア 文化財の価値に関する意識の共有 

  イ 県民が共に支える文化財の保存・継承 
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  ウ 文化財を活用し、人を引き付ける地域の魅力づくり 
を進める。 

   
(2) 構成 
      序章 大綱策定の背景と目的 

第１章 文化財の保存・活用に関する基本的な方針 
・ 神奈川県の文化財の概要 
・ 文化財の保存・活用に関する課題 
・ 県内の文化財の保存・活用に関する方針 など 

第２章 文化財の保存・活用を図るために講ずる措置 

 ・ 文化財の調査・指定 
    ・ 指定文化財の修理・整備に対する支援 
    ・ 活用の推進 
    ・ 情報発信等 など 

第３章 県内の市町村への支援の方針 
・ 相談・調整等 
・ 人材の育成等 
・ 市町村による地域計画の作成の支援 など 

第４章 防災及び災害発生時の対応 
第５章 文化財の保存・活用の推進体制 

  
５ 県民意見募集について 

大綱（素案）については、令和元年７月中旬から30日間の期
間で県民意見募集を実施する予定であり、お寄せいただいた御
意見等を踏まえて「大綱」（案）を作成する。 

 

６ 今後の予定 

令和元年７月～８月 県民意見募集（パブリック・コメント） 

     ８月 市町村及び庁内関係機関、有識者等の意見も 

踏まえ「大綱」（案）を検討 

９月 第３回県議会定例会 文教常任委員会へ報告 

（「大綱」（案）） 

    11月 「大綱」策定 
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